
2025(令和７)年度事業実績及び一次評価

自己評価(効果・課題) 今後の取組の方向性

2 男女共同参画を
促進するための
人材育成

様々な意思決定の場への女性の参画を促進するため、女性の政策立案
能力の向上等を支援する講座を実施する。

・女性のための社会参画セミナー「かなテラスカレッジ」の実施
・春期講座（５日間/24名（全日20名、各日４名））
・オンライン講座（２日間/２６名（全日２６名））
・秋期講座（５日間/20名（全日19名、各日１名））
・フォローアップ講座（１日/2３名）
・キャリアカウンセリング年１回（２日間/９名）

令和７年度の春期講座及び秋期講座のアンケートによると、「今
後の社会参画への意欲」についてでは、１～５の５段階評価での
回答によると、平均値は春期講座4.2、秋期講座4.5であり、令
和６年度（春期講座4.4、秋期講座4.5）に続いて高い意欲があ
ることがわかり、受講者に対して社会参画への後押しをすること
ができた。

引き続き受講者アンケートの意見を活かした事業を展開する。

3 9 社会参画状況調
査

かながわ男女共同参画センターで実施した、社会参画セミナー「かなテラ
スカレッジ」の受講者を対象に、事業の効果及び受講者の社会参画状況
を把握し、今後の事業企画に役立てる。

・社会参画状況調査の実施
基準日毎年12月1日
調査人数１８３名、有効回収数７７名

・かなテラス カレッジの事業効果及び受講者の社会参画状況を
把握し、結果を踏まえた事業展開を行うことができた。
・回答者のうち、現在、何らかの社会参画活動に参加した人の割
合は、令和７年度58.4％であり、令和６年度（51.5％）より増加
し、女性の地域活動・社会活動への参画を後押しすることができ
た。

かなテラスカレッジの今後の事業企画に役立てるため、引き続
き調査を実施する。

5 性別によらない職
員交流の実施

女性の職域を拡大し、人材育成を図るため、市町村と協力しながら性別に
よらない交流職員の選定を図ることにより、市町村との職員交流を実施す
る。

市町村に対して「性別によらない職員交流」への協力を呼びかけ 当該趣旨の共有を図ることができた。 引き続き協力を呼びかけていく。

6 県職員の育児休
業復業者支援研
修

出産・育児というキャリアの大きな節目にある職員が、自らのキャリアプラ
ンについて考え、県職員として復業後に前向きにキャリアを歩むための気
づきの機会とする。

育児休業復業者支援研修の開催（２回実施） 研修を年間計画どおり実施し、育児休業復業者等の円滑な職務
復帰に向けた支援を行った。

引き続き、育児休業復業者及び育児休業の取得を検討してい
る職員等向けの研修を実施する。

9 再掲 社会参画状況調査

10 再掲 男女共同参画実践
事業

事業の内容

県議会議員選挙における男女別候補者数等について、情報提供
した。
また、政治分野における男女共同参画の状況の「見える化」の取
組として県のホームページを作成し、神奈川県の状況を公開し
た。

1 議会における女
性参画への理解
促進

政治分野における女性の参画を促進するため、「見える化」等により、地方
議会における女性参画の意義について理解を促進する。議員活動と家庭
生活との両立支援やハラスメント防止など、県議会の議員活動に係る環
境整備について議会局へ要請する。

内閣府の見える化サイトの情報から本県の情報を「女性の政治
参画見える化マップ」として、県のHP上でも公開することによ
り、県の取組みを周知することができた。

今後、情報の追加等を検討していく。

番号 再掲 事業の名称 2025(R7)年度事業実績 一次評価

重点目標１　あらゆる分野における男女共同参画
施策の基本方向１　政策・方針決定過程における女性の参画
①政治・行政分野における政策・方針決定過程への女性の参画

②民間における政策・方針決定過程への女性の参画

（再掲　№3）

（再掲　№11）

4 23 県女性職員の職
域拡大と管理職
への登用推進

次世代育成支援対策推進法及び女性の職業生活における活躍の
推進に関する法律に基づく特定事業主（神奈川県）行動計画策
定・推進委員会議の開催

目標の達成に向け、引き続き成績主義の原則を踏まえた上で、
日頃の業務の中で発揮してきた能力や実績、幹部職員としての
適性や意欲等を適切に評価し、幹部職員への女性職員の登用
拡大に努めてきた。

女性職員のキャリア開発の視点に立った人事異動等を行い、
中堅職員の育成を図るなど、将来の幹部職員の候補となる女
性職員の人材プールの形成に引き続き取り組む。

8 男女共同参画を
促進するための
人材育成

引き続き、40％未満の審議会等については、対面等による事
前協議を行い、後戻りすることないよう女性登用に努める。

令和８年３月に改定した「次世代育成支援・女性活躍推進に関する職員行
動計画」では、管理職に占める女性の割合の目標値を令和13年４月１日時
点を目途に引き続き25％にするとしている。「次世代育成支援・女性活躍
推進に関する職員行動計画」を踏まえ、能力等に応じた登用、中間層の育
成（女性の人材プールの形成）に取り組む。また、女性幹部職員等のロール
モデルの紹介、「次世代育成支援対策推進法及び女性の職業生活におけ
る活躍の推進に関する法律に基づく特定事業主（神奈川県）行動計画策
定・推進委員会議」の開催などにより、職域拡大や管理職の登用に向けた
意識の醸成を図る。

7 216 審議会等委員へ
の女性の参画推
進

男女の意見を政策形成の場へ反映させるため、審議会等の委員を男女の
均衡がとれた構成とすることを目指し、第11次「審議会等の女性委員の登
用計画」に基づき、審議会等委員への女性の登用を推進する。

第11次「審議会等の女性委員の登用計画」に基づき、審議会等
委員への女性の登用を推進した。
2025(R７)年度実績は45.3%（速報値）と、昨年に引き続き、
計画値を上回ることができた。
個々の審議会等によって、女性登用が難しい理由が異なってい
るため、それを考慮しつつ推進していくことが課題である。

・審議会等における女性登用の実態調査を実施した。
・女性委員の割合が40％達成が難しい審議会等について、改選
前に対面等による事前協議を行った。(令和７年度10回実施)
・令和７年１月より、女性委員登用が後戻りすることがないよう、改
選期を迎えるすべての審議会等について、事前協議として注意喚
起の通知（書面による事前協議）を発布することとした。

・女性管理職育成セミナーの実施（３日間×２回/各回　１・３日目
対面、２日目オンライン/１回目25名、２回目30名）
・女性を部下に持つ管理職向けセミナーの実施（1回/29名）

・周知広報に取り組んだ結果、前年度よりも参加者を増やすこと
ができた。
・また、女性管理職育成セミナーについては、実施回数を増やし
たことにより、より多くの方に参加してもらうことができた。
・アンケート結果によると、令和７年度の女性管理職育成セミ
ナーの有用度は97.7％、理解度は96.1％であり、令和６年度
（有用度100％、理解度100％）に続いて高い評価であった。
・アンケート結果によると、令和７年度の女性を部下に持つ管理
職向けセミナーの有用度は88.9％、理解度は100％であり、令
和６年度（有用度100％、理解度100％）をやや下回るものの高
い評価であった。

引き続き、周知広報に取り組む。
また参加者が増え、様々なニーズが寄せられていることから、
引き続き参加者アンケートの意見を活かした事業を展開する。

係長・主任・サブリーダー相当職の女性を対象に、管理職の役割や心構
え、マネジメントスキルなどを学ぶセミナーを実施するほか、女性を部下に
持つ管理職を対象に、女性活躍推進を阻害する「アンコンシャス・バイアス
（無意識の思い込み）」等について学び、部下の力を引き出す効果的な働
きかけ方を習得するセミナーを実施する。

補助資料２－4
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自己評価(効果・課題) 今後の取組の方向性
事業の内容番号 再掲 事業の名称 2025(R7)年度事業実績 一次評価 補助資料２－4

13 42 女性のためのキャ
リア形成支援セミ
ナー

総就業年数３～10年程度の女性を対象に、自身のキャリアについて考え
る機会として、自らが望む形での就業継続やキャリアアップに繋げるため
のセミナーを実施する。

女性のためのキャリア形成支援セミナーの実施（セミナー１回/10
名、キャリアカウンセリング１回/７名）

・総就業年数３～10年程度の女性に対し、自身のキャリアにつ
いて考える機会を設け、キャリアアップに繋げるための支援を
行った。
・アンケート結果によると、令和７年度のセミナーの有用度は
90.0％、理解度は90.0％であり、令和６年度（有用度100％、
理解度100％）に続いて高い評価であった。

受講者アンケートの結果は良好であるため、参加者数の増加
に向け、一層の広報に取り組むとともに、参加者アンケートの
意見を活かした事業を実施する。

14 69 女性活躍推進法
による認定取得
業者への加点

女性活躍推進法に基づく認定（えるぼし認定、プラチナえるぼし認定）に関
する基準に適合する一般事業主に対して、県の競争入札参加資格者認定
において加点評価を行う。

女性活躍推進法第24条における女性活躍に積極的に取り組む企
業に対するインセンティブ付与のため、神奈川県競争入札参加資
格の認定（「建設工事業」及び「一般委託・物品」）において、「女性
活躍推進法による認定（えるぼし認定、プラチナえるぼし認定）」を
取得した業者に対して、加点評価を行った。

女性活躍に積極的に取り組む企業に対し、インセンティブを付与
した。

引き続き、インセンティブ付与のため、加点評価を行っていく。

15 生涯学習情報の
提供

県内の生涯学習の推進に役立つ学びの情報を収集・提供することで、県
民の生涯を通じた主体的な学習活動を支援する。

神奈川県生涯学習情報サイト「学びstyleかながわ」を通じて学び
の情報の収集・提供とともに、多様なスタイルでの学びを紹介・提
供することにより、県内の生涯学習の推進を図った。

県民の学びへの意欲の喚起や後押しに資するコンテンツの充実
を図り、提供できた。

生涯学習情報の提供に加え、著名人へのインタビュー記事や
生涯学習相談デスクのコラム等を掲載するなど、多様なコンテ
ンツを通して、生涯学習の推進を図っていく。

16 再掲 NPO活動への支
援や情報提供

17 女子学生等の理
工系分野選択に
向けた情報提供

女性の進出が少ない理工系の分野において、本人の適性と意欲を生かし
た広い可能性の中で進路選択ができるよう、ホームページ等での情報提
供を行う。

・かながわ男女共同参画支援サイトに、国等の理工系女性に関す
るロールモデル情報等のリンクを貼ることによる情報提供を実施
した。
・ホームページ上でジェンダー平等×ミライガイダンスの実施状況
について情報提供した。

理工系女性に関するロールモデル情報等の情報提供やジェン
ダー平等×ミライガイダンスの実施状況の公開を行った。

引き続き女子学生等の理工系分野選択に向けた情報提供を
行う。

19 43 IT人材の育成強
化

将来の産業人材のために求められる専門人材やデジタル技術を利活用
できる人材等の戦略的な育成を図る。

職業訓練の実施
受講者数
・専門課程訓練：1コース　55人
・普通課程訓練：2コース　57人
・在職者訓練：22コース　111人
・在職者専門高度訓練：15コース　117人

IT専門人材やデジタル技術を利活用できる人材等の戦略的な
育成を行った。

・専門課程訓練：１コース　80人
・普通課程訓練：2コース　90人
・在職者訓練：16コース　80人
・在職者専門高度訓練：15コース　160人

20 環境分野におけ
る男女共同参画
の推進

環境・エネルギー等に関して、県内の企業、NPO法人などの方を講師とし
て小学校、中学校等に派遣し、体験型授業を行うなど、多様な主体と協
働・連携して将来の環境の保全・創造を担う人材を育成する。

・実施校　１０２校
・受講人数　7２２３人

性別に関わらず環境の保全・創造を担う人材の育成が図られて
いる。

今後も現在の形で継続して取り組んでいく。

11

18

神奈川県内に拠点を持つ事業所や団体から、女性が開発に貢献した商品
（モノ･サービス）を募集し、この中から優れたものを「神奈川なでしこブラ
ンド」として認定・広報することで、女性の登用の具体的な効果をわかりや
すく周知し、 企業における女性の活躍等を推進する。併せて、女性から、
商品に関するアイデアを募集し、この中から優れたものを「なでしこの芽」
として認定する事業を実施する。

女性技術者・研究者や男性の育休取得経験者など、今までロール
モデルの少なかった「自分らしい生き方や働き方」をしている講師を
ＮＰＯ法人日本女性技術者科学者ネットワーク（JNWES）とＤ＆Ｉか
ながわメンバーズ企業・団体等から学校等へ派遣することで、性別
に関わらず、自分らしい生き方や働き方を考える機会を提供すると
ともに、女子生徒の理工系志望（理工系進学・就労、研究職技術職
系進学・就労）を促進・支援する出前講座を実施する。

女性活躍に加えて、ジェンダー平等をはじめとするダイバーシティ＆インク
ルージョンに取り組み、性別に関わらず、すべての人が働きやすくなるよう
推進していく組織である「Ｄ＆Ｉかながわメンバーズ」において、新規メン
バーの募集や、メンバー企業・団体の実務責任者が参加し、先進的な取組
事例の共有や課題解決に向けた意見交換を行うメンバーズ会議の開催、
啓発講座への講師派遣、子どもミライ教室など、メンバー間での「取組の
共有」や「実践的な議論の場」の提供、若い世代への取組等を実施する。

・新たな登録メンバーの募集を行い、19企業・団体の会員を集
めることができた。
・メンバーズ会議の開催により、「仕事と介護の両立支援」、「女
性従業員の就業継続（離職防止）」に関する具体的な取組につ
いて、事例発表や意見交換を行い、理解を深めるとともに、メン
バー間の情報共有ができた。
・啓発講座や子どもミライ教室を開催し、高校・中学校・小学校
高学年の児童・生徒へ性別にとらわれない生き方や働き方を考
える機会を提供できた。

（再掲　№207）

ジェンダー平等×
ミライガイダンス

・Ｄ＆Ｉかながわメンバーズの登録の推進（９０企業・団体（令和８年
３月31日時点））
・Ｄ＆Ｉかながわメンバーズ会議の開催（２回/延べ45企業・団体
（６３名））
・啓発講座等の実施（３回/1,３４５名）
・子どもミライ教室の実施（１回/児童・生徒１７名、保護者１６名）

進路説明会等を活用した出前講座の実施（３回/1,３４５名） 令和７年度の参加者アンケ―トの結果によると、理工系分野に
対する考え方が「変わった」という回答のうち、理工系に対する
印象が良くなった５3．１％、興味を持った39．5％であり、令和６
年度（印象が良くなった54.6％、興味を持った50.1％）に続き、
理工系志望を促進・支援することができた。

引き続き女子生徒の理工系志望の促進・支援及び性別に関わ
らず自分らしい生き方や働き方を考える機会の提供を行う。
申込数の増加につながるよう周知広報に取り組む。

施策の基本方向２　あらゆる分野における男女共同参画
①女性の活躍の推進

②女性の参画が進んでいない分野への女性の参画支援

引き続き、登録メンバーの募集を行うとともに、女性活躍、ダイ
バーシティ＆インクルージョン推進に向けて、メンバー間での
「取組の共有」や「実践的な議論の場」の提供、若い世代への
取組を実施する。

神奈川なでしこブ
ランド事業

・イベントブース等出展：９回（うち委託事業での出展：４回）
・令和６年度認定商品（10商品）紹介パンフレットの作成・配布：
3,500部

SNS等を活用した広報を実施することで、「神奈川なでしこブラ
ンド」の周知に務めたが、引き続き神奈川なでしこブランドの認
知度向上を図る必要がある。

10
57
16
6

211

男女共同参画実
践事業

12 神奈川なでしこブランドの認定は令和６年度をもって終了した
が、なでしこブランドの認知度向上に向けて引き続き広報を
行っていくと共に、認定者の自走化に向けた支援を行う。
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自己評価(効果・課題) 今後の取組の方向性
事業の内容番号 再掲 事業の名称 2025(R7)年度事業実績 一次評価 補助資料２－4

21 再掲 大学等におけるラ
イフキャリア教育の
支援

22 再掲 男女共同参画教育
の推進

23 再掲 県女性職員の職域
拡大と管理職への
登用推進

24 再掲 女性消防団員の加
入促進

25 再掲 消防分野に関わる
女性人材の養成

26 再掲 災害救援ボラン
ティア支援人材の
養成

29 商工業に携わる
女性の活動への
支援

商工業に携わる女性の資質の向上や、地域の振興発展を図るために、県
商工会女性部連合会及び県商工会議所女性会連合会が行う各種研修会
などの広域的な取組に対して助成することにより、商工業に携わる女性の
自主的な事業活動を支援する。

県商工会女性部連合会及び県商工会議所女性会連合会の活動
に対する助成
・研修会・講習会等の開催
・県商工会女性部連合会による主張発表大会
・県商工会議所女性会連合会による会員大会

商工会女性部連合会及び商工会議所女性会連合会が実施する
研修会や講習会等の事業に対し補助を行ったことで、商工業に
携わる女性の資質向上、地域の振興発展を支援した。

引き続き各連合会への補助を行い、商工業に携わる女性の事
業活動を支援する。

30 70 男性の家事・育児
参画促進事業

男性従業員を主な対象として、企業や団体の職場研修へ講師を派遣し、
ジェンダーバイアス（性別役割分担意識）の解消、男性の家事・育児参画
に向けた職場の理解促進・意識改革を図る事業を実施する。

ジェンダーバイアス（性別役割分担意識）の解消、男性の家事・育
児参画に向けた県内事業所における職場研修への講師派遣（８回
/２５９名）

アンケート結果によると、令和７年度の事業の有用度は
97.9％、理解度は98.6％であり、令和６年度（有用度95.6％、
理解度99.5％）に続いて高い評価であった。
職場におけるジェンダー平等、男性の家事・育児参画に取り組
む企業・団体の職場研修の実施を支援することができた。

県内事業所におけるジェンダーバイアス（性別役割分担意識）
の解消、男性の家事・育児参画に向けた職場の理解促進・意
識改革を図るため、引き続き事業を実施する。

31 71 経営層向けダイ
バーシティ推進セ
ミナー

企業等の経営層向けに、ダイバーシティや女性活躍の意義や重要性を伝
えるとともに、社員の効率的な働き方を促進する業務改善方法などのセミ
ナーを実施し、男性の家庭参画のための重要ポイントとなる「職場におけ
る意識改革・行動変革」を促進する。

経営層向けダイバーシティ推進セミナーの実施（セミナー１回/１１
名）

アンケート結果によると、令和７年度のセミナーの有用度は
81.8％、理解度は100％であり、令和６年度（有用度100％、理
解度100％）をやや下回るものの高い評価であった。
企業等の経営層向けに、ダイバーシティや女性活躍の意義及び
重要性を伝えるとともに、社員の効率的な働き方の促進を支援
することができた。

アンケート結果は良好であるため、申込者数の増加に取り組
むとともに、参加者アンケートの意見を活かした事業を展開す
る。

32 72 男性の育児参画
の推進

父親の子育てに関する普及啓発や情報提供等の支援など、男性の育児参
画を推進する。

・かながわパパ応援ウェブサイト「パパノミカタ」（かながわ版父子
手帳）内で、お出かけ先情報等の情報発信を行った（情報提供数
６回）

情報発信を行った６回のうち、５回は父子の関わりを促す内容と
しており、LINE公式アカウント「かながわ子育てパーソナルサ
ポート」でプッシュ型の配信を行うことにより、アクセス件数の増
につなげた。

「パパノミカタ」のサイトについて、掲載している記事のアップ
デートを行うなど、情報の更新を図る。

27

女性の農業進出
促進支援

28

施策の基本方向３　家庭・地域活動への男性の参画
①男性の家庭・地域活動への参画促進

女性の力を発揮して農業経営を改善・発展させるため、女性の新規就農
を促進する体験セミナー等を実施するとともに、女性農業者の活動に対す
る認知度の向上を図るためのHP運営を行う。また、女性のアイデアを活
かした新商品開発等に必要な経費に対して補助する。

・経営発展に必要な経費を補助するステップアップ支援事業の実
施（1０件）
・女性農業者支援のためのHP運営
・就農に興味がある女性に対して農業を体験できるセミナーの実
施（参加者1１名）
・就農に興味がある女性に対して農家を巡る視察バスツアーの実
施（参加者６名）

体験セミナーやバスツアーを実施し、女性の就農促進・経営参
画を図ることができた。
また、県内で活躍している女性農業者の紹介、女性農業者向け
研修などのイベント情報や農業者団体の活動内容についてHP
で情報発信を行い、イメージアップを図ることができた。

農業委員及び農業協同組合の役員等への女性の登用を促進する。 ①農業協同組合への女性登用促進について関係機関へ周知
＜実績＞総合農協の役員4０８名のうち女性66名
②農業委員への女性登用促進について(公社）神奈川県農業会
議を通じ市町村に働き掛けた。
<実績>農業委員38３名のうち女性５１名

地域農業に関す
る方針等への女
性の参画促進

③農業や商工業分野における女性の参画支援

（再掲　№159）

（再掲　№160）

（再掲　№158）

（再掲　№４）

（再掲　№172）

①第５次男女共同参画基本計画の数値目標として、令和７年度
までに女性役員の占める割合を15％としており、昨年度の1６％
と同様に16％で目標を達成することができた。
②令和７年度は、令和６年度（農業委員38４名のうち女性４７
名）の登用数を上回った。

（再掲　№176）

一部の事業については統合等により内容の見直しを図るが、
女性の農業参画・経営発展への支援は継続する。

①県が役員選任に干渉することはできないが、数値目標達成
に向けた取組状況を今後もヒアリング等で確認し、更なる女性
登用に向けて促していく。
②農業委員会は、各市町村が設置する独立行政委員会であ
るため、県が人事の内容に干渉することはできないことから、
農業委員会に対する支援を業務とする（公社）神奈川県農業
会議を通じ女性農業委員の登用促進を図っていく。
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自己評価(効果・課題) 今後の取組の方向性
事業の内容番号 再掲 事業の名称 2025(R7)年度事業実績 一次評価 補助資料２－4

33 女性就業支援事
業

就職・再就職など、就業を希望する女性に対し、一人ひとりのニーズに合
わせた相談、カウンセリング等の就業支援を実施する。

・キャリアカウンセリング　相談件数：1,254件、セミナー延べ参加
者175人
・女性労働相談　相談件数：32件
・女性弁護士相談　相談件数：61件
・キャリア・ワークショップ
実施回数２回、参加者89人
・女性のためのwebセミナー
実施回数３回、参加者延べ86人
・就職面接用スーツの貸出事業　貸出件数：6件

・令和６年度と比較してキャリアカウンセリング利用者及び各種
ワークショップ・セミナーへの参加者が増加し、利用満足度も高
い状態を維持できている。引き続き相談者に寄り添った相談体
制、支援の充実を図る必要がある。
・かながわ女性キャリアカウンセリング相談室利用者に対し、必
要に応じてマザーズハローワーク横浜が行う職業紹介機能につ
なげ、国と一体になって、育児期等の女性の就業を後押しするこ
とができた。

・引き続き、女性のライフステージに応じた継続的な就業支援
を行う必要があることから、継続して、キャリカウンセリングや
セミナー等を開催し、国と一体になって、女性の就業を後押し
していく。
・育児・介護などにより、時間の制約がある女性にも配慮しな
がら、女性の就業意欲を高め、働き方や職業選択の幅を広げ
るため、デジタルスキル育成講座を開催する。

34 66 仕事と生活の両
立の推進

仕事と育児の両立に悩む女性の負担を軽減し、女性の就業継続を支援す
る。

・仕事と育児の両立応援カウンセリング　参加者数 ６７人
・両立応援セミナー
実施回数２回、参加者数43人

仕事と育児の両立応援カウンセリング後のアンケートでは、９割
が「カウンセリングを受けて気持ちが軽くなった」と回答した。
両立応援セミナー後のアンケートでは、参加者の9割が参考に
なったと回答しており、参加者の満足度が高く、実施目的に適う
評価が得られた。

今後もアンケート等の意見を参考に継続して事業を実施して
いく。

36 かながわ若者サ
ポートステーショ
ン事業

地域若者サポートステーションを設置・運営することにより、ニート等の若
者の職業的自立に向け各人の置かれた状況に応じて個別・継続的に包括
的な支援を行う。

【県西・県央実績】
相談件数：3,５９２件
新規登録者：2３９人
進路決定者：21２人
就職者数：1３８人
講座実施回数：50１回

相談や講座を通して若年無業者等を支援し、計1３８人（就職率
５７.7％）が就職することができた。

若者の職業的自立に向け、相談支援や講座実施等を継続して
行う。

37 創業支援 公益財団法人神奈川産業振興センター(KIP)を通じて、創業に関するセ
ミナーを開催し、女性を含む創業希望者を支援する。

公益財団法人神奈川産業振興センターが実施する中小企業支援
事業に要する経費に対する補助
・創業に関心のある方（女性を含む）を対象とした、セミナー等の
開催（年１０回、参加者１０３人※数値未確定（７月上旬把握予定））

感心のある層に創業のノウハウや事例を伝えることで、県内で
の創業者の発掘・育成につながった。

引き続き県内での創業者の発掘・育成を行う。

38 起業支援 県内３箇所の起業支援拠点において、起業関心層等に対して、起業に向
けた相談や先輩起業家との交流の機会を提供するほか、有望な起業準備
者に対して伴走型集中支援を行う。

有望起業準備者の集中支援
　鎌倉：11名支援
　県央：24名〃
　県西：11名〃
事業化着手件数
　鎌倉：9名事業化着手
　県央：19名〃
　県西：5名〃

県内各地域の拠点において支援を実施したことにより、３３件の
事業化着手に結び付く等、ベンチャー企業の創出促進につな
がった。

引き続き、各地域において、ベンチャー企業の創出促進を図っ
ていく。

募集定員（Ｒ8）
・専門課程訓練：５コース　200人
・普通課程訓練：14コース　305人
・短期課程訓練：17コース　720人
・在職者訓練：420コース　4,285人
・在職者専門高度訓練： 89コース　1,300人
・委託訓練：109コース1530人

かながわ若者就職支援センターにおける39歳以下の方を対象と
した相談等の実施
・キャリアカウンセリング（延べ利用者数5,801人）
・保護者向けセミナー（２回実施、受講者延べ10人）
・多目的ルームを活用したグループワーク（192回実施、参加者延
べ591人）
・職場体験（参加者数６人）
・就職情報･職業訓練情報の提供
・職業適性診断　など

35

各県立総合職業技術校及び産業技術短期大学校において、新たに職業
に就く者等を対象とした、普通課程の普通職業訓練、専門課程の高度職
業訓練、離転職者又は在職者を対象とした短期課程の普通職業訓練、専
門短期課程の高度職業訓練を実施する。また、育児中の方など、ライフス
タイルに合わせた多様な求職ニーズに応えるため、民間教育訓練機関等
の専門性を生かした訓練を実施する。
例えば、産業構造のサービス経済化や技術革新の進展を見据え、デジタ
ル分野の職業訓練を実施する他、人手不足となっている介護分野や、本
県の産業を支えるものづくり分野の職業訓練を実施する。

職業訓練の実施
入校者数（R7）
・専門課程訓練：５コース　85人
・普通課程訓練：14コース　245人
・短期課程訓練：17コース　556人
・在職者訓練：429コース　2,735人
・在職者専門高度訓練：82コース　839人
・委託訓練：113コース　1,188人

正社員を希望しながらやむを得ず非正規雇用となっている若者や、現在
無職の若者等を対象に、就業を支援する。

利用満足度は高い状態を維持できているが、令和６年度と比較
してキャリアカウンセリング利用者が減少しているため、引き続
き求職者に寄り添った相談体制、支援の充実を図る必要があ
る。

雇用情勢や利用者のニーズを把握しながら、引き続き、若者
の就業を支援する。

各県立総合職業技術校及び産業技術短期大学校において、新
たに職業に就く者等を対象とした、普通課程の普通職業訓練、
専門課程の高度職業訓練、離転職者又は在職者を対象とした
短期課程の普通職業訓練、専門短期課程の高度職業訓練を実
施した。また、育児中の方など、ライフスタイルに合わせた多様な
求職ニーズに応えるため、民間教育訓練機関等の専門性を生
かした訓練を実施した。

多様な能力開発
の実施

重点目標２　職業生活の充実とワーク・ライフ・バランスの実現
施策の基本方向１　職業生活における活躍支援
①女性の就業支援

39

若者の就職支援
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自己評価(効果・課題) 今後の取組の方向性
事業の内容番号 再掲 事業の名称 2025(R7)年度事業実績 一次評価 補助資料２－4

40 154 職業人生の長期
化・多様化を見据
えたキャリア形成
支援

職業人生の長期化、多様化を見据えた労働者の主体的なキャリア形成を
支援するため、キャリアコンサルティングを推進するとともにジョブ・カード
を活用する。あわせて、在職者訓練等を活用して、労働者の職業能力開
発のために行う学び直しを支援する。

ジョブ・カードを活用したキャリア・コンサルティング実施結果
・延べ時間　1,945時間
・延べ人数　7,769人
・ジョブ・カード　751件
職業訓練の実施
受講者数
・在職者訓練：429コース　2,735人
・在職者専門高度訓練：82コース　839人

職業人生の長期化、多様化を見据えた労働者の主体的なキャリ
ア形成を支援するため、キャリアコンサルティングを推進すると
ともにジョブ・カードを活用した。あわせて、在職者訓練等を活
用して、労働者の職業能力開発のために行う学び直しを支援し
た。

・在職者訓練：411コース　4,285人
・在職者専門高度訓練： 89コース　1,300人

42 再掲 女性のためのキャ
リア形成支援セミ
ナー

43 再掲 IT人材の育成強化

44 再掲 ひとり親家庭等へ
の就業支援の充実

45 再掲 障がい者の就労移
行支援・ 就労継続
支援

46 再掲 障害者就業・生活
支援センター事業

47 再掲 障がい者の雇用促
進施策

48 再掲 外国人労働相談の
実施

49 再掲 生活困窮者自立支
援事業

51 マタハラ・パタハ
ラ対策事業

マタニティハラスメント、パタニティハラスメント などにより、働きづらくなる
ことがないよ う、職場環境整備の推進や、風土の醸成を図る。

・妊娠期から復職までの労働関係法規を時系列で記載した企業
向けパンフレットのＨＰ掲載
・働く女性の応援ハンドブックのＨＰ掲載

企業向けパンフレットや働く女性のためのハンドブックをＨＰに
掲載することで、マタニティ・ハラスメント、パタニティ・ハラスメン
トのない職場づくりに向けた普及啓発を行った。

今後も継続して実施していく。

52 県職員のセクシュ
アル・ハラスメント
防止対策

セクシュアル・ハラスメントのない職場づくりのために、必要な対策を行う。 相談員による相談の実施
④厚生課所属ページに相談案内を掲載し、相談員による相談を
適切に実施している。

②計画期間を通じて相談員による相談を適切に実施している。
④セクハラで悩む相談者を救済することで、働きやすい職場環
境の実現につながっている。
相談を躊躇するケースも想定されるため、引き続き、安心して相
談できる窓口であることを教職員に周知していく必要がある。

①令和2年６月１日付けで改正したセクシュアル・ハラスメント
の防止に関する指針に則り、取組を進めていく。
②引き続き、セクシュアル・ハラスメントのない職場づくりに寄
与するため、相談事業を実施する。
③引き続き、職場におけるセクシュアルハラスメントの防止に
関する指針に則り取組を進める。
④セクシュアル・ハラスメントの防止に関する指針に則り、引き
続き、取組を進めていく。

④就業環境の整備

（再掲　№109）

（再掲　№108）

（再掲　№91）

（再掲　№123）

（再掲　№119）

（再掲　№110）

10
7
15
6

中高年齢者の就
業支援

雇用の場におけ
るセクシュアル・
ハラスメント防止
対策

求職中の中高年齢者、定年退職前後の方を対象に、多様な働き方の支援
を実施する。

令和６年度と比較してキャリアカウンセリング利用者は増加し、
利用満足度は高い状態を維持できている。一方、企業と求職者
の希望職種のミスマッチ等により、就職に至っていない求職者
は依然として存在する。そのため、引き続き求職者に寄り添った
相談体制、支援の充実を図る必要がある。

雇用情勢や利用者のニーズを把握しながら、引き続き、中高
年齢者の就業を支援する。

50 事業の性質上、実績値によって効果や課題について記載するこ
とはできない。

引き続き今後の需要の変化に応じて柔軟な相談体制の整備
を検討しつつ、継続して実施していく

相談事業の実施について
・平成24年に開始したマザーズハローワーク横浜及び27年7月
に開始したマザーズハローワーク相模原内における女性労働相談
を含め、各種労働相談を実施
・女性労働相談　相談件数：93件
※R7年度よりかながわ労働センターでも女性労働相談を開始し
ており、その件数も上記件数に含む。
・労働相談における女性からの労働相談：5,191件
・職場のハラスメント対策講演会
受講者数80人
・セクシュアル・ハラスメント相談　相談件数：199件

職場における差別やセクシュアル・ハラスメントを含む様々な労働問題の
解決を図るため、かながわ労働センター及び同支所において、職員や弁護
士などにより労働相談を実施する。

（再掲　№19）

（再掲　№13）

シニア・ジョブスタイル・かながわにおける40歳以上の方を対象と
した相談等の実施
・キャリアカウンセリング（総合相談）（延べ利用者数6,947人）
・専門相談（創業、年金税金など）（相談件数：120件）
・再就職支援セミナー（30回実施、受講者延べ1,161人）
・適性診断
・地域出張相談　など
シルバー人材センター等の育成

41
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自己評価(効果・課題) 今後の取組の方向性
事業の内容番号 再掲 事業の名称 2025(R7)年度事業実績 一次評価 補助資料２－4

53 219 企業の男女共同
参画の取組の促
進（条例届出）

男女共同参画推進条例に基づき、従業員300人以上の事業所からの男
女共同参画推進状況の届出集計を行うことやその集計結果を事業所へ
フィードバックを行うことを通じて、企業の男女共同参画の取組を促進す
る。

県条例に基づく県内事業所の届出制度の実施（届出事業所5２３
件）

・男女共同参画推進状況の届出の集計及び分析を行い、結果
を公表することで、県内事業所の男女共同参画の取組状況を把
握することができた。
また、届出書提出依頼の送付先を増やしたことにより、届出事業
所数は令和７年度は523件となり、令和６年度（500件）より増
加した。

・引き続き県内事業所における男女共同参画推進状況の届出
の集計・分析・結果公表を実施する。
・引き続き届出書提出件数確保に向けて取り組む。

54 再掲 男女共同参画研修
用教材の提供

55 パートタイム労働
者等の雇用管理
改善の促進

厳しい労働環境に置かれているパートタイマーをはじめとする非正規労
働者の労働条件の確保と雇用管理の改善を図るため、パートタイム等労
働法の普及啓発を行う。

労働講座において「パート・有期雇用管理の実務ポイント」等を
テーマとして取り上げ実施

パートタイム労働者をはじめとする非正規労働者の労働条件の
改善に一定の成果があった。

今後、さらなる改善のため、継続して実施していく。

56 高校生等への
ワークルール等の
普及啓発の実施

高校生等の若い世代を対象に、労働・雇用に関するきまり（ワークルール）
や、働くことの意味や社会人としてのマナーなどに関する理解を促進する
ため、普及啓発を行う。

高校生向け労働資料「知っておこう！働くときのルール」の作成、
配布
（作成部数：73,000部）

過酷な労働環境による若者の使い捨てが社会問題となっていた
が、事業を継続してきたことで高校生等へのワークルール等の
理解を促進させた。

今後も継続して事業を実施していく。

57 再掲 男女共同参画実践
事業

58 67 かながわ働き方
改革（ワーク・ライ
フ・バランス）の普
及・啓発

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）により、企業や家庭、地域を
元気にし、時間、エネルギー、人を大切にする働き方をめざして、企業や県
民のワーク・ライフ・バランスの普及啓発に取り組む。

59 68 働き方改革促進
事業

柔軟で多様な働き方の選択肢を広げ、ワーク・ライフ・バランスを促進に取
り組む中小企業等を支援する。

（事務事業の見直しにあたって、令和６年度で廃止のため、実績な
し。）

（事務事業の見直しにあたって、令和６年度で廃止。） 当該事業は、コロナ禍においてテレワークの普及を促進するた
め、国の臨時交付金を活用して始まった事業であり、コロナが
収束した今、感染症法上の位置付けが２類から５類となり、テ
レワークの普及も進んだため。

60

61 74 時間的制約のあ
る職員への職場
環境の整備

ワーク・ライフ・バランスを確保し、男性職員の子育てや介護等への参加促
進なども進め、時間的制約のある職員が働きやすい環境の整備を図る。

・時間的制約のある職員が働きやすい職場環境の整備に向けた、
時差出勤制度の周知等の取組の実施
・職員の柔軟で多様な働き方を推進するため、在宅勤務等（テレ
ワーク）を実施
・育児・介護職員を対象としたフレックスタイム制度について、選択
的週休３日制を本格導入した。

テレワークや勤務時間制度について、職員が働きやすい職場環
境の整備に向けた見直しを推進してきたところ、令和元年度以
降は、新型コロナウイルスの感染拡大を契機に、こうした取組が
一層推進された。

引き続き、さらなる環境整備の取組を進める。

ワークライフバランスを推進し、一人ひとりが生き生きと働くこ
とができるよう、今後も継続して事業を実施していく。

①②③：「次世代育成支援・女性活躍推進に関する職員行動計
画」に則した知事部局、企業庁及び教育委員会の取組の実施
①：「働き方・行政改革推進本部」において、長時間労働の是正等
に向けた取組を実施
②：「企業庁働き方改革取組方針」に基づき、長時間労働の是正
等に向けた取組を実施

①「次世代育成支援・女性活躍推進に関する職員行動計画」に
基づき、男性の育休取得計画書の作成や、グループリーダー等
への休暇制度に関する研修の実施等の取組を行った。
②「次世代育成支援・女性活躍推進に関する職員行動計画」に
基づき、男性の育休等取得支援計画書の作成や育休に係る業
務執行体制の見直しにより、結果として男性の育児休業取得率
は向上している。また、「企業庁働き方改革取組方針」に基づき、
年次休暇の取得を促進することで、全職員が年間５日以上の年
次休暇を取得し、かつ、年次休暇の取得日数は令和2年度以
降、年平均15日以上を継続している。
③令和６年度の「男性職員の育児休業取得率」は51%となり、
「次世代育成支援・女性活躍推進に関する職員行動計画」にお
ける令和７年度の数値目標（50%）を達成した。

施策の基本方向２　働き方改革と多様なワークスタイルの推進

（再掲　№165）

（再掲　№11）

①長時間労働の是正と多様な働き方の促進

①引き続き、さらなる制度利用促進を図る。
②「企業庁働き方改革取組方針」に基づき、休暇等を取得しや
すい環境を今後も継続して整備する。
③引き続き、令和12年度の数値目標（２週間以上の取得：
85%）達成に向け、当該計画に基づく取組を積極的に進め
る。

男女が共に家事、育児等を担い、家庭生活や地域生活の充実を図れるよ
うにするため、県における労働時間の短縮を促進するとともに、育児休
業・介護休暇・子の看護休暇制度の定着の促進を図る。

73 総労働時間の短
縮と育児休業・介
護休暇制度等の
定着

〇政労使一体の働き方改革フォーラム開催による普及啓発
参加者数８６人
〇職場環境整備支援奨励金
・仕事と育児の両立コース　　　 　　　　　　実施件数：２９１件
・男性育児休業取得促進コース　 　　　　　実施件数：29件
・仕事と不妊治療等の両立コース　　　　　 実施件数：194件
・仕事と介護の両立コース　　　　　　　　　  実施件数：290件

〇対面とオンラインのハイブリット方式により開催し、中小企業に
対してワーク・ライフ・バランスや働き方改革について普及啓発
を行った。
○仕事と育児・介護等を両立できる職場環境の整備に取り組む
県内中小企業者等に対して奨励金を交付することで、男女とも
に仕事と育児・介護等を両立できる職場環境の整備を促進し、
ワーク・ライフ・バランスの推進を図った。
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自己評価(効果・課題) 今後の取組の方向性
事業の内容番号 再掲 事業の名称 2025(R7)年度事業実績 一次評価 補助資料２－4

62 75 県職員の働き方
改革の推進

全ての職員が「働きやすさ」「働きがい」を実感し、職員の笑いあふれる職
場環境をつくることにより、 職員一人ひとりのパフォーマンスを高め、ワー
ク・ライフ・バランスの実現と県民サービスの向上を目指す。

・働き方改革取組方針（令和６年度～令和９年度）に基づく取組を
推進した。
（職場環境の改善（オフィス改革、会議室確保、空調時間延長）、
事務事業の見直し、長時間労働の是正等）
・働き方・行政改革推進本部（５回）を開催した。

R７実績<取組方針数値目標>
・時間外勤務月80時間越の職員：６３人（確定値）<目標：ゼロ>
・テレワークを希望どおり実施できている職員：５２％<目標：
50％以上>
・県庁全体で業務改善が進んでいると感じる職員：5５％<目
標：70%以上>

・取組方針の数値目標を達成するため、引き続き、時間外管理
と事務事業の見直し（特に業務廃止）に取り組む。

64 212 家庭教育協力事
業者連携事業

職域からの家庭教育支援へのアプローチを目的に、県教育委員会と県内
事業者が協定を締結し、保護者である従業員の家庭の教育力向上を支
援する。
・事業者は、県教育委員会作成の家庭教育啓発資料を従業員に配付する
ほか、子ども職場参観等を実施
・県教委は、ホームページで事業者名を広報

・県と締結している事業者の取組内容を紹介する家庭教育通信
「の・ぼ・り・ざ・か」を年１回発行し、家庭教育に関する情報共有を
行った。
・新たに１事業者と協定を締結した。

従業員が安心して家庭教育に専念できるよう、各協力事業者の
家庭教育の推進に向けた機運を醸成することができた。

・公式ロゴマークを活用し、県教委と協力事業者が連携して広
報を行う。
・家庭教育通信「の・ぼ・り・ざ・か」の内容を充実させる。

65 県条例による企
業の子育て支援
の促進

・県条例に基づき、子育て支援の取組を進める企業の認証制度に取り組
む。
・こども・子育て支援の取組を進める事業者を「かながわ子育て応援団」と
して認証し、認証事業者に対して、県の競争入札参加資格者認定におい
て加点評価を行う。

従業員のためのこども・子育て支援を制度化している事業者を県
が認証し、その取組を登録・公表することにより、仕事と子育ての
両立が可能な職場環境の整備を図った。(R７年度認証件数…１０
件）

登録事項の変更が適切に行われていない事業者が多数存在し
たため、主に一般事業主行動計画の期間切れ事業者宛てに変
更届の提出を依頼し、情報更新を行った。

仕事と子育ての両立が可能な職場環境の整備を図るため、引
き続き事業を継続するとともに、有効な登録内容となるように
適宜情報の更新を図る。

66 再掲 仕事と生活の両立
の推進

67 再掲 かながわ働き方改
革（ワーク・ライフ・
バランス）の普及・
啓発

68 再掲 働き方改革促進事
業

69 再掲 女性活躍推進法に
よる認定取得業者
への加点

70 再掲 男性の家事・育児
参画促進事業

71 再掲 経営層向けダイ
バーシティ推進セ
ミナー

72 再掲 男性の育児参画の
推進

73 再掲 総労働時間の短縮
と育児休業・介護
休暇制度等の定着

74 再掲 時間的制約のある
職員への職場環境
の整備

75 再掲 県職員の働き方改
革の推進

（再掲　№31）

（再掲　№30）

（再掲　№62）

（再掲　№60）

（再掲　№32）

（再掲　№14）

（再掲　№59）

イクボスポータルや全庁掲示板により、新たに導入した制度や改
正した制度の内容について、職員全体へ周知することができた。

引き続き、仕事と家庭の両立支援に取り組む。
また、理解促進のため、引き続きホームページ掲載等による情
報提供を実施する。

私生活で育児や介護等をする部下を応援する上司（イクボス）の取組を推
進する。

イクボスの推進63 ①庁内向けイクボスポータルに子育てや介護に関する休暇制度
等を掲載するなど、仕事と家庭を両立しながら活躍できる職場環
境づくりに取り組んだ。
②「かながわイクボス宣言ＰＲ動画」を県ホームページで公表する
ことにより県内企業等へのイクボスを周知するための意識啓発を
実施した。

②両立支援のための取組促進

（再掲　№58）

（再掲　№34）

（再掲　№61）
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自己評価(効果・課題) 今後の取組の方向性
事業の内容番号 再掲 事業の名称 2025(R7)年度事業実績 一次評価 補助資料２－4

77 ＳＮＳに起因する
子供の性被害防
止のための広報
啓発活動

ＳＮＳ（X：旧Twitter）上における児童の性被害につながるおそれのある
不適切な書き込みに対し、少年育成課のアカウントから注意喚起・警告、
相談窓口ＵＲＬなどのメッセージを投稿し、児童の性犯罪被害等の防止を
図っている。

・児童に対する注意喚起　5２１件
・誘引者に対する警告　２,820件

ＳＮＳ上に不適切な書き込みをした児童及び誘引者に対して、積
極的な注意喚起・警告を実施した。

今後も児童の性犯罪被害等の防止のため、日々変化するネッ
ト用語の情報収集に努めるとともに、早期に不適切な書き込み
を発見し、速やかに注意喚起・警告を実施する。

78 児童に対する性
的虐待防止対策
の推進

児童に対する性的虐待防止対策を推進する。 ・児童に対する性的虐待の被害確認の実施
・面接者の養成研修を実施（１回）
・児童相談所実務研修として、初期調査面接や初期対応研修（３
回）
・被害児童の心理的ケア

養成研修を継続することで面接者の確保ができている。 引き続き、職員への研修を継続するとともに、被害児童の心理
的ケアに努めていく。

80 犯罪被害者等へ
の支援の提供

警察・民間支援団体と連携・協力し、犯罪被害者等へのきめ細かな支援を
提供する。

・かながわ犯罪被害者サポートステーションの運営、犯罪被害者
等への総合的な支援の提供
・臨床心理士等によるカウンセリング　458件
・付添い支援 641件
・弁護士による法律相談　218件
・一時的な住居の提供等 6件
・犯罪被害者等への総合相談 1,724件

事業の性質上、実績値によって効果や課題について記載するこ
とはできない。

引き続き、支援体制の強化を図る。

81 犯罪被害者等へ
の支援を行う人
材の育成

犯罪被害者等への支援を行う人材の育成を実施する。 ・犯罪被害者等支援ボランティア養成講座（上級）の開催
　R7.10.10～R7.12.12 10日間
　受講者24名
・支援ボランティアの募集・管理・育成
　ボランティア登録者：125名
　（R8.3末現在）

事業の性質上、実績値によって効果や課題について記載するこ
とはできない。

支援員養成講座の実施による人材育成に取り組んでいるが、
より多くの支援員を養成するための人材育成に努めていく。

79 いわゆるアダルト
ビデオ出演強要
問題・「ＪＫビジネ
ス」問題等対策

いわゆるアダルトビデオ出演被害問題・「ＪＫビジネス」問題等に関する取
組

①「AV出演被害防止・救済法」の施行に伴い、ワンストップ支援セ
ンターとしてAV出演被害に関する相談対応を実施
①②③：内閣府啓発サイト（いわゆるアダルトビデオ出演強要問
題・「ＪＫビジネス」問題等に関する啓発サイト）の周知
③:青少年保護育成条例に基づく「ＪＫビジネス」営業へに対して、
令和７年４月に調査員５名による立入調査を1回実施し、営業所に
退職者の従業者名簿を３年間保存することについて指導をした。
④：「ＪＫビジネス」営業で働く18歳未満の少年に対する積極的な
補導活動の推進
・相談体制の充実
⑤：ＡＶ出演被害問題に係る対策の推進
・広報・啓発活動の推進
・相談受理担当者等に対する教養

②内閣府が作成したポスター及びリーフレットの掲示・配布によ
る周知を図った。
③店長に対する聴取及び従業者名簿の閲覧等から、青少年が
関与していないことを確認した。
④・「JKビジネス」営業の１店舗に対し、県と連携して立入り調査
を１回実施（※）した。※県内把握のJKビジネス営業店舗は１店
舗のみ。
⑤・各署の担当者が、地域の会合及び学校に対する防犯教室等
において、ＡＶ出演被害問題に係る広報啓発活動を実施した。
また、各種研修及び会議等において、捜査員及び相談受理担当
者等に対し、ＡＶ出演被害問題の教養を実施した。

①引き続き、相談体制の周知と支援体制の強化を図る。
②引き続き、啓発サイトについて内閣府が作成したポスター及
びリーフレットの掲示・配布による周知を図る。
③引き続き立入調査を実施して、青少年が「ＪＫビジネス」に関
与していないことを確認する。
④今後も関係機関・団体等と連携し、児童の性に着目した形
態の営業の実態把握及び街頭活動等の情報収集に努め、少
年に対する啓発・補導活動を推進する。
⑤今後も継続して広報啓発及び教養活動を実施する。

「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」に基づき策定した「か
ながわ困難な問題を抱える女性等支援計画」を着実に推進するとともに、
配偶者等からの暴力被害者を迅速、適切に支援するため、市町村におけ
る取組への支援、配偶者暴力相談支援センターにおける相談・一時保護
体制の充実強化、被害者の自立支援拠点体制の整備等を行う。

・「かながわ困難な問題を抱える女性等支援計画」（令和６年３月
策定）に則した取組を実施した。
・若年層を中心とした、支援につながっていない女性の早期発見
のため、相談窓口連絡先の表示方法や手に取りやすいデザインに
ついて県内大学生にアンケートを行い、その結果を基にともいき
アートを活用した生理用品と相談窓口周知カードのセットを
17,922セット作成し配布した。
・若年層が身近に感じられるよう、漫画・漫画動画を活用した相談
窓口周知カードを68,000枚作成し県内大学やネットカフェ等に
配布するとともに、幅広い年齢層が活用するLINEにおいて広告
を行い、相談窓口の周知を図った。
・川崎ストーカー事件を受け、相談窓口周知カード等を警察署や
交番に配布し、警察と連携した周知に取り組んだ。

重点目標３　男女共同参画の面から見た健やかで安全・安心なくらし
施策の基本方向１　あらゆる暴力の根絶
①配偶者等からの暴力防止／②配偶者等からの暴力被害者への支援

・関係機関と連携して、本人の意思に寄り添った当事者目線に
立った支援をしていく。
・具体的な支援施策の充実に向け、次の「5つの強化」をさらに
進める。
①広報の強化。当事者だけでなく、周りで支え得てくれる人に
向け、相談窓口や支援情報の周知を行う。
②行政や警察の連携強化。
③相談支援体制の強化。ワンストップで支援を行うセンターを
設置する。
④一時保護・自立支援機能の強化。
⑤加害者対応の強化。

・「かながわ困難な問題を抱える女性等支援計画」に基づき、
DV対策の施策に取り組んだ。
・DV被害防止のための施策を効果的に行うため、県民ニーズ
調査(2022)におけるDVに関する認知度等の結果も参考にし
て、施策を立案した。
・川崎ストーカー事件を受け、シンポジウム等を開催して、DV・
ストーカー被害者支援の現状や課題を把握するとともに、特別
チームを上げ、被害者目線に立った支援施策の充実を図ること
とした。

配偶者等からの
暴力総合対策の
推進

76
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自己評価(効果・課題) 今後の取組の方向性
事業の内容番号 再掲 事業の名称 2025(R7)年度事業実績 一次評価 補助資料２－4

82 犯罪被害者等へ
の理解の促進

犯罪被害者等への理解を促進する講座等を通じて、犯罪被害者等につい
ての理解の促進を図る。

・市町村と協働して、犯罪被害者等理解促進協働講座の開催
・大学、事業所等における、犯罪被害者等への理解を促進するた
めの犯罪被害者等の講演やＤＶＤを活用した犯罪被害者等理解
促進講座の実施
・犯罪被害者等支援キャンペーンの実施
　R7.11.25～R7.11.28　4日間
　県内4箇所で実施

事業の性質上、実績値によって効果や課題について記載するこ
とはできない。

理解促進講座の実施やキャンペーンの開催等による普及啓発
の取組については、引き続き、「サポートステーション」や「かな
らいん」の存在の周知等、普及啓発を図る。

83 犯罪被害者等へ
の支援

殺人、強盗致傷、不同意性交等の身体犯事件や死亡事故等の重大な交
通事故事件の被害者等に対して、事件事故発生直後の初期段階より、精
神的・経済的負担や不安の軽減を図るための被害者支援活動を実施す
る。

・捜査活動や病院等への付添い
・刑事手続や各種支援制度の説明
・捜査過程における要望・意見の聴取
・心理員によるカウンセリングの実施

犯罪被害者等に対する各種支援活動を適切に推進した。 今後も事件事故発生直後の初期段階から、精神的・経済的負
担や不安の軽減を図るための被害者支援活動の推進に努め
る。

84 関係機関・団体と
の連携による犯
罪被害者等への
支援の充実

関係機関・団体と連携し、各被害相談窓口等の広報啓発活動を
推進した。
ＳＮＳや電光掲示板等警察施設、民間施設等のデジタル媒体へ
の広報を積極的に実施した。

①引き続き、性犯罪110番の周知を図るとともに、適切な相談
対応を継続していく。
②今後も、暴力団による不当要求の根絶を目指し、広報啓発
活動を継続していくとともに、不当要求拒絶コールの相談受理
に際しては真摯に対応していく。
③こども家庭庁が設置した児童虐待事案の無料電話（189）
の周知や、警察庁が委託した民間団体が運営する「匿名通報
ダイヤル」による情報提供等により、年々減少傾向にあること
から、令和７年度末を持って廃止とした。
④年々相談件数は減少傾向であることから、業務の合理化の
観点から今年度末に廃止した。
⑤年々増加傾向にある交通相談に対し、引き続き県民の要望
や意見を傾聴して、適切に対応していく。
⑥潜在化しやすい電車内等における痴漢等迷惑行為の被害
実態を把握して解決するために、相談所の更なる周知を図る。

警察本部の各相談窓口での相談受理を行った。
【相談受理件数】
①性犯罪110番　570件
②暴力団からの不当要求拒絶ｺｰﾙ　※R7年統計数値なし
③少年相談（保護センターでの受理件数のみ）　　844件
③ユーステレホンコーナー　560件
③子ども安全110番　26件
④悪質商法110番　46件
⑤交通相談センター 5,660件
⑥電車内痴漢等迷惑行為相談所（相談所での受理件数のみ）
409件

性犯罪110番、暴力団からの不当要求拒絶コール、少年相談・保護セン
ター、ユーステレホンコーナー、子ども安全110番、悪質商法110番、交通
相談センター、電車内痴漢等迷惑行為相談所等の各相談窓口を設置し、
犯罪被害者からの相談に応じる。

犯罪被害者等か
らの相談の実施

85 ①性犯罪110番は、平成30年度は、受理件数が150件であった
が、各種広報等を実施したことにより、令和７年度は、受理件数
が570件となった。現在相談件数が、年々増えているところであ
る。
②各種広報啓発活動等により、当課の事業が県民に認知される
よう努めた。
③少年相談・保護センター及びユーステレホンコーナーにおいて
相談を受理し、少年の立ち直り支援に貢献した。
③子ども安全110番では、児童虐待事案、子供が被害者となる
事件の通報や目撃情報、不審者の出没に関する情報を受理し、
子供の安全確保に努めた。
④悪質商法110番は、10月１日から執務時間帯における受理を
停止し留守番電話にて♯9110もしくは管轄警察署への相談を
教示したが、特段業務上の支障はなかった。
⑤交通関係の要望や意見に対し、必要に応じて関係所属に対
応依頼するなど、真摯かつ適切な対応に努めた。
⑥被害者等からの相談を端緒に、電車内等における痴漢等迷
惑行為を検挙・警告し、その解決に努めた。

性犯罪・性暴力の被害者等に対し、適切な時に適切な支援をワンストップ
で受けられるよう、かならいん（かながわ性犯罪・性暴力被害者ワンストッ
プ支援センター）における24時間365日対応の電話相談のほか、面接相
談、医療機関等への付添い、証拠採取等（令和４年10月開始予定）支援
などを行う。

ワンストップ支援センターとして、電話相談のほか、面接相談、医
療機関等への付添い支援等を実施
相談：2,957件
支援：574件

事業の性質上、実績値によって効果や課題について記載するこ
とはできない。

犯罪被害者等を総合的に支援するため、神奈川県 、公益社団法人神奈
川被害者支援センターと連携して「かながわ犯罪被害者サポートステー
ション」を運営している。また、関係機関・団体との緊密な連携により、効果
的な支援活動を推進するため、警察本部において神奈川県被害者支援
連絡協議会を構築している。

神奈川県被害者支援連絡協議会第2８回定期総会を開催し、関
係機関・団体と連携した被害者支援の強化を図った。（12機関19
団体7４会員）

神奈川県被害者支援連絡協議会定期総会を開催し、関係機
関・団体との情報交換等を行い、会員相互の連携を強化した。
また、被害者家族による講演会を実施し、会員間における被害
者支援活動の必要性を確認した。

引き続き、毎年１回の総会を開催し、会員間の連携強化を図
る。

今後も犯罪被害者等への理解の促進を図るため、関係機関・
団体と連携しながら、各種広報媒体を活用しながら犯罪被害
者等支援の重要性に関する広報啓発活動を実施する。

被害相談窓口を広く県民に知らせるため、ホームページ、ポスター、リーフ
レット、テレビ、ラジオ、新聞、県の広報紙等による広報活動の実施
・被害相談窓口広報用のポスターを警察署、交番、駅等に掲示
・その他、各警察署においても、地域のケーブルテレビ、FMラジオ、情報
紙、交番だより等を活用しての広報活動を実施

県警広報啓発活
動の推進

86 ・警察署の電光掲示板に被害相談窓口を表示
・県内各所において、被害者支援キャンペーンを開催
・その他、各警察署においても、ＦＭラジオ、情報紙、交番だより等
を活用しての広報活動を実施し、相談窓口を広く県民に知らし
め、広報啓発活動の推進に努めた。

87 引き続き、支援体制の強化を図る必要がある。性犯罪・性暴力の
被害者への相談
体制の充実
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自己評価(効果・課題) 今後の取組の方向性
事業の内容番号 再掲 事業の名称 2025(R7)年度事業実績 一次評価 補助資料２－4

89 人身取引（トラ
フィッキング）被
害者への支援対
策の推進

人身取引被害者への支援対策を推進する。 人身取引被害者の一時保護、支援の充実
①内閣府による人身取引対策に関する啓発物の送付（19所属）
②一時保護件数：0件

令和７年度は、人身取引事犯の被害者は保護には至らないまで
も年々増加の傾向にあり、被害者支援が必要な現状にある。

被害者を一時保護し、安全の確保及び心理的ケアを行うとと
もに、関係機関等と連携・協力を図りながら支援を実施する。

90 再掲 女性保護事業の実
施

92 ひとり親家庭等へ
の経済的支援の
充実

ひとり親家庭等の経済的自立と生活意欲の助長を図るため、母子家庭等
の母、父子家庭の父、児童又は寡婦に対し、福祉資金の貸付や医療費の
助成を行う。

・ひとり親家庭等医療費助成事業の実施
　実施市町村　33市町村
・母子父子寡婦福祉資金の貸付
3６１件

母子父子寡婦福祉資金の貸付、医療費助成等の経済的支援に
より、母子家庭等の自立を支援することができた。

引き続き当該事業により、母子家庭等の自立を支援していく。

93 ひとり親家庭等へ
の養育費確保支
援の充実

ひとり親家庭の継続した養育費確保に向け、元調停員による養育費相談
支援を行うとともに、養育費に係る公正証書等の作成費用の助成を行う。

〇養育費相談事業　９４件
○ひとり親養育費確保支援事業　６２件交付

養育費相談や養育費に係る公正証書等の作成費用に要する経
費の補助を行うことで、ひとり親の継続的な養育費確保につな
げることができた。

養育費相談や補助事業について広く知ってもらえるよう、リー
フレット等で周知していきたい。

94 ひとり親家庭への
支援策の周知

ひとり親家庭を対象とした各種支援策を周知するため、ひとり親家庭へ配
布するリーフレット「ひとり親家庭のみなさんへ」を作成する。

以下の機関よりひとり親家庭へ配布し、各支援策の周知を図っ
た。（10,000部配布）
・各市町村ひとり親家庭福祉主管課
・公共職業安定所
・県保健福祉事務所
・県関係各課

リーフレットを作成・配布することによって、県が行っている各種
支援策について、ひとり親へ周知することができた。

引き続き広報手段のひとつとして実施していく。

95 ひとり親家庭への
支援情報の提供

ひとり親家庭を対象とした総合的な支援情報を提供するポータルサイト
「カナ･カモミール」を運営する。

・ポータルサイト「カナ・カモミール」でのひとり親家庭への総合的
な支援情報提供
・女性のためのオンラインセミナー
・キャリア・ワークショップセミナー
・かながわひとり親家庭相談LINE

ひとり親家庭を対象に、総合的な支援情報を提供した。 引き続き、周知・広報を行うとともに、利用者の利便性等の向
上に努める。

97 母子・父子世帯の
県営住宅入居に
おける優遇

特に住宅に困窮する母子・父子世帯が、より多く県営住宅へ入居できるよ
う、20歳未満の子のいる母子・父子世帯が一般世帯向け住宅を申し込ん
だ場合、抽選時に当選率を優遇する。

一般の申込者と比較して、母子・父子世帯は、新築住宅で７倍、あ
き家で５倍、抽選における当選率を優遇した。

定期募集（５月、11月）において、母子・父子世帯は、563名の応
募があった。

継続予定

①・性犯罪が発生した場合に対応する警察官として、令和2年か
ら「性犯罪指定捜査員」を配置しており、令和７年度末には764
人配置している。（うち女性警察官　365人）
・性犯罪110番において、電話相談を受理している。

・令和2年から、性犯罪捜査専科を新設し、当該専科のほか、県
警職員に対して性犯罪被害者への対応等に関する教養を年２
回実施している。
②・性犯罪被害者の初診料等の公費負担は、令和７年度から被
害者支援室に業務移管されたことから、被害者支援要員等に対
する教養を実施したこと等により、適正執行することができ、令
和７年度は222件執行した。

就業・自立支援センター職員が福祉事務所の母子・父子自立支
援員と密接に連携しながら、ひとり親が抱える様々な課題に対し
て、適切に支援することができた。

○ひとり親家庭等日常生活支援事業（市町村分）
○母子家庭等就業・自立支援センター事業
・就業支援講座等の実施（①パソコン教室３７日間・延25３名参
加、②マネープランセミナー２日間・延８名参加）
・就業相談員の配置
○母子家庭自立支援給付事業（町村分）
・高等職業訓練促進給付金　1６名
・自立支援教育訓練給付金　４名

91

88

（再掲　№125）

ひとり親家庭を対象に、いつでも気軽に相談できる窓口として、
相談を実施した。

○ひとり親家庭SNS相談事業の実施
　・無料通信アプリ「ＬＩＮＥ」を利用した相談窓口を運営し、ひとり
親家庭からの相談を受付（１５２日間実施/相談受付件数１,９９４
件）
○相談窓口の周知
　・相談窓口につながるＱＲコードを掲載
した周知用カードを市町村の窓口等で配布（28,273枚）
　・県のホームページによる広報

ひとり親家庭SNS相談を実施する。ひとり親家庭
SNS相談事業の
実施

引き続き、周知・広報を行い、登録者を増やしすとともに、相談
対応の向上に努める。

96

44 ひとり親家庭等へ
の就業支援の充
実

ひとり親等を対象とした就業相談、セミナーの開催、職業能力開発等の情
報提供等のほか、職業能力開発講座を受講するひとり親等に対し、受講
料の一部支給や受講中の生活費の助成等を実施する。

①・性犯罪指定捜査員は、様々な事案に対応できるよう性別、
配置を考慮して適切に指定を更新していく。
・　性犯罪110番については、相談者の意向や心情に配意した
対応を実施する。
・性犯罪被害者対応等に関する研修を引き続き実施する。
②・性犯罪被害者の初診料等の公費負担を適切に執行する。

①・性犯罪において女性警察官を積極的に活用した。
・性犯罪被害に関する電話相談を実施した。
・県警捜査員に対し、性犯罪被害者への対応等に関する各種教養
を実施した。
②・性犯罪被害者の初診料等の公費負担を行った。

性犯罪捜査において、女性警察官を積極的に活用するとともに、被害者
等の心情に配慮した対応を行う。

性犯罪対策

施策の基本方向２　困難を抱えた女性等に対する支援
①ひとり親家庭に対する支援

引き続き当該事業により、母子家庭等の自立を支援していく。

10



自己評価(効果・課題) 今後の取組の方向性
事業の内容番号 再掲 事業の名称 2025(R7)年度事業実績 一次評価 補助資料２－4

98 117 日常生活自立支
援事業

 県社会福祉協議会が実施する判断能力が不十分な高齢者や知的障が
い者等の日常的な金銭管理や福祉サービスの利用のための支援に係る
費用の一部を補助する。

福祉サービス利用支援、日常的金銭管理・書類等預かりサービス
による各支援事業を実施した。
・利用者数　8７７名
・相談援助件数　49,１４０件
・契約締結審査会　３回
・実施主体（市町村社協）への巡回調査及び相談　６市５町(延べ１
４社協)
・専門員・生活支援員等研修　４回
・専門員ブロック別会議　２回

認知症高齢者の増加や精神障害・知的障害者の地域生活への
移行の進展から利用者数の増加が見込まれるなか、利用者数
が伸び悩んでいることが課題である。

各市町村社協及び各市町村の福祉関係機関と連携し、支援を
必要としている利用者のニーズを掘り起こすために事業の周
知に一層取り組む必要がある。

99 カラーバリアフ
リー推進事業

事業者等に対してカラーバリアフリーに関する普及啓発を図るとともに、
色覚障がい当事者による相談窓口の設置やアドバイザーを派遣し、公共
的施設の案内板等の色使いに助言をする。

・色覚障がい当事者によるカラーバリアフリー相談事業の実施　５
件

カラーバリアフリーに関する普及啓発を図るとともに、条例に基
づく助言相談体制の整備や既存案内サイン等のバリアフリー化
を進めているが、条例施行前の建築物や案内サインが多く存在
する現状にある。

今後もバリアフリー化に向けた施設管理者等の意識啓発や県
民への普及啓発により、一層取り組む必要がある。

100 116 みんなのバリアフ
リー街づくり条例
推進体制整備事
業

神奈川県みんなのバリアフリー街づくり条例に基づく実効性のある取組を
協議する場として、県内事業者の代表や関係団体、 学識経験者等で組織
するバリアフリー街づくり推進県民会議を開催する。また、同会議を中心
として条例の普及啓発を図る。

・バリアフリー街づくり推進県民会議 2回
・バリアフリーフェスタかながわの開催（コーナー参加者数：延べ1,
３４６名）

イベントの開催やリーフレットの配布等により、県民会議の活動
や提案書に基づく取組内容を広く周知することができた。

今後もバリアフリー化に向けた施設管理者等の意識啓発や県
民への普及啓発により、一層取り組む必要がある。

102 地域支援事業の
推進

高齢者が自立した日常生活を営むことができるよう市町村が実施する地
域支援事業を支援する。
○権利擁護業務（包括的支援事業） ・成年後見制度の活用促進 ・老人福
祉施設等への措置の支援 ・高齢者虐待への対応
○任意事業 ・成年後見制度利用支援事業 ・地域自立生活支援事業

　市町村が地域支援事業として実施する次の事業に対し交付金を
交付
・成年後見制度利用支援事業（30市町村実施）
・認知症高齢者見守り事業（1７市町村実施）
・介護相談員派遣等事業（2２市町村実施）　等

各市町村が、地域の実情とニーズに対応した左記介護予防事
業に取り組むことができた。

引き続き交付金による支援に努める。

103 公的賃貸住宅に
おける高齢者に
配慮した住宅の
整備

公営住宅においては、エレベーター設置を進めるとともに、既存住宅にお
ける段差解消や手すりの設置などにより、高齢者に配慮した住宅への改
良を進める。

・市町村が公営住宅において国の交付金等を活用した住戸の改
善等を行う際に、技術的な助言等の支援を行った。

市町村が公営住宅において国の交付金等を活用した住戸の改
善等を行う際に、技術的な助言等の支援を行い、高齢者に配慮
した住宅への改良を進めた。

国の交付金を活用し住戸の改善等を行う市町村に対し、引き
続き適切な指導・助言等を行い、高齢者に配慮した公営住宅
の整備を推進していく。

105 県営住宅におけ
る高齢者に配慮
した住宅の整備

高齢者等に配慮した県営住宅の建替や改善を進める。 ・建替え団地４団地3５６戸の整備を行った。 建替え団地のすべての住戸を高齢者等に配慮した住宅として整
備した。

引き続き、県営住宅の整備に併せて、高齢者等に配慮した住
宅の整備を進める。

106 高齢者等が健康
で安心して住み
続けられる「健康
団地」の取り組み

県営住宅を活用して多世代が居住し、高齢者が支え合う場や地域の保
健・医療・福祉の拠点づくりを行い、高齢者等が健康で安心して住み続け
られる「健康団地」として再生する。

・高齢者支援の場として、拠点の整備を行った。
・団地住民を対象とした健康づくり等の取組を実施した。

・空き住戸３箇所、新築1箇所の拠点を整備した。
・21団地で計40回の健康づくり等の取組を実施した。

引き継き高齢者が支え合う場や地域の保健・医療・福祉の拠
点づくりを進めるとともに、団地住民を対象とした健康づくり
等の取組を実施する。

107 再掲 中高年齢者の就業
支援

・神奈川県地域包括ケア会議：在宅医療を所管する医療企画課
との合同で開催し、地域における医療と介護の提供体制や連携
体制における課題等について各団体、行政関係者との意見交換
を行った。
・専門職員派遣事業：延べ７１名の専門職員派遣を実施し、市町
村等の取り組む地域ケア会議など地域包括ケアシステムを推進
する取組を支援することができた。

〇地域包括支援センター運営事業（市町村事業）
〇地域包括ケア推進事業として
・広域的地域ケア会議：地域における医療と介護の連携における
課題等の情報交換と検討を行った。
・専門職員派遣事業：市町村単独では確保が困難な専門職員を
派遣し、地域ケア会議や事例検討会における助言等を行った。
〇地域包括支援センターの運営に関し個別課題を抱える市町村
（２保険者）に対し、アドバイザーと県職員の現地派遣による伴走
支援事業を実施。

・引き続き、関係機関との連携を図りながら地域の支え合いを
推進し、市町村による地域包括ケアシステムの推進の取組を
支援する。
・また、市町村・地域包括支援センターの地域ケア会議等にお
ける高齢者の自立支援・重度化防止に向けた取組を支援する
ため、引き続き専門職員を派遣する。
・さらに、個別課題を抱える市町村への伴走支援を実施するこ
とで地域ケア体制の充実に向けて県全体の底上げを図る。

地域包括ケアシステムの中核機関として地域包括支援センターの設置・
運営を推進するとともに、関係機関等との連携を図りながら、NPO・ ボラ
ンティア等と協働を進めるなど地域での支え合いを推進し、地域ケア体制
を充実する。

地域ケア体制の
充実

②高齢女性に対する支援

101

104 高齢者に対する
居住支援の推進

（再掲　№41）

・住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅の登録を大手不動産事
業者と交渉することなどにより順調に増加した。
・居住支援に携わる市町村職員等に対し、居住支援と福祉の両
方の知識習得と意識強化等を図る講座を開催し、要配慮者の
居住の安定確保が図られた。

・登録住宅の戸数の増加に伴い、登録住宅が登録基準に適合
した状態で適切に管理されるよう、必要に応じて管理状況の
報告を求める等、登録事業者を適切に指導監督していく。
・継続した「住まいに関する横断的な知識」の習得の場を設
け、居住支援活動をとりまく周辺環境整備を図る。

・賃貸住宅の家主から、民間賃貸住宅への入居を拒まれることが多い高
齢者等の住宅確保要配慮者（以下、「要配慮者」という。）の入居を拒まな
い住宅の登録を受け、当該登録情報を広く県民に提供する。
・要配慮者の居住支援にあっては、不動産店や居住支援団体等との連携
が不可欠であることから、団体及び市町村職員に居住支援に必要な知識
を習得する機会を提供し、居住支援活動をとりまく周辺環境を整えること
により、要配慮者の居住の安定確保を促進する。

・高齢者等の住宅確保要配慮者の入居を拒まない住宅の登録に
ついては、４４,815戸の登録がなされた。
・住宅セーフティネット制度をはじめとした住宅政策及び福祉政策
で、居住支援に携わる市町村職員や関係団体を対象とした、居住
支援の知識習得と意識強化等を図るための講座を開催した。（１
回、67名参加）

11



自己評価(効果・課題) 今後の取組の方向性
事業の内容番号 再掲 事業の名称 2025(R7)年度事業実績 一次評価 補助資料２－4

109 46 障害者就業・生活
支援センター事
業

職場不適応により離職した者や離職のおそれがある在職者など、就職や
職場への定着が困難な障がい者及び就業経験のない障がい者に対し、就
業及びこれに伴う日常生活、社会生活上の支援を行うことにより、障がい
者の職業生活における自立を図る。

障害者就業・生活支援センターの設置・運営を継続して実施 （全
障がい保健福祉圏域８か所に設置）。
・支援対象者登録者数　７,２６８人
・相談・支援件数　　　　５４,２５８件

圏域全体の相談支援体制を強化するため、コンサルテーション
業務など、新たに設置した市町村の就労相談員や関係機関等と
の連携強化に向けた支援を実施した。

今後も、日常生活、社会生活上の支援を行うことにより、障が
い者の職業生活における自立を図っていく。

111 障がい児者の相
談支援の充実

障がい児者の自立した生活や課題の解決に向けた適切なサービス利用を
図るため、ケアマネジメントによるきめ細かな支援を行うサービス等利用
計画の作成や、その後のモニタリング（必要な見直しなど）を支援する。

・障害福祉サービス利用者へのサービス等利用計画の作成やモ
ニタリングに要する費用を給付する市町村に対し、負担金を交付
・計画相談支援
・障がい児相談支援

市町村に負担金を交付したことにより、地域生活への移行や自
立生活の支援等に寄与した。

法定負担金として、今後も市町村に着実に交付していく。

112 障がい児者の居
宅生活支援の充
実

障がい児者が地域で安心してくらせるよう、必要な障害福祉サービスの
利用を支援する。
・居宅介護（ホームヘルプサービス）
・生活介護等
・短期入所（ショートステイサービス）

・障がい児者の福祉サービスの利用に要する費用を給付する市
町村に対し、負担金を交付
・居宅介護（ホームヘルプサービス）
・生活介護等
・短期入所（ショートステイサービス）

重度訪問介護等の訪問系サービスについては、国が定めた基
準額があり、これを超過した額は市町村が負担する仕組みと
なっているため、超過負担が発生している市町村がある。

超過負担が発生している市町村に対しては、令和６年度から
国の補助制度を活用した県の補助事業を実施する。
また、訪問系サービスについては、他のサービスと同様、市町
村に超過負担が生じない制度とするよう、引き続き国に見直し
を要望する。

113 障害者地域活動
支援センターに対
する支援

地域で生活する障がい者にとって、 最も身近な活動拠点となる地域活動
支援センターに対し、その機能をより積極的に果たせるようにするため、
市町村を通じて補助する。

１ 地域活動支援センター機能強化事業（障害者地域生活支援事
業費補助（市町村統合補助）の一部）
２ 市町村障害者福祉事業推進補助金（障害者地域活動支援セン
ター事業）

市町村への補助により、地域活動支援センターの事業形態（I
型、Ⅱ型、Ⅲ型）に応じて、基礎的事業による職員の他に機能強
化に係る職員の配置等に寄与した。

今後も市町村への補助を継続していく。

生産活動、職場体験等を通じ、一般就労に向けた知識・能力の向上のた
めの訓練等を行う就労移行支援事業と、福祉的就労として生産活動の機
会の提供やその他就労に必要な知識・能力向上のための訓練等を行う就
労継続支援事業の利用を支援する。
・就労移行支援に対する負担
・就労継続支援に対する負担

45 障がい者の就労
移行支援・ 就労
継続支援

就労移行支援及び就労継続支援の利用に係る費用を給付する市
町村に対し、負担金を交付
・就労移行支援
・就労継続支援

市町村に負担金を交付したことにより、就労移行支援及び就労
継続支援等に寄与した。

110 ①障がい者の雇用と職場定着の促進
・中小企業への個別訪問や企業のニーズに合わせた出前講座
（個別訪問：903社、出前講座：23回）
・障害者雇用促進に向けたフォーラム（回数：1回、参加人数：477
人）
・企業交流会（回数：３回、参加者数151人）
・精神障がい者雇用・職場定着支援セミナー（回数：2回、参加者
数170人）
・精神障害者職場指導員設置補助金（交付事業者：10事業者）
・障がい者就労支援力向上研修（回数：８回、参加者数340人）
等
・県公式ＬＩＮＥ「かながわ障がい者就労サポートシステム」（登録者
数：1,148件）
・障がい者のテレワーク雇用を検討している中小企業等に対し、ア
ドバイザー派遣によるコンサルティング等を実施（２社）
・障がい者の職場定着に向けた相談窓口の開設（相談件数：56
件）
②職業能力の開発
・神奈川障害者職業能力開発校における職業訓練（12コース54
人）及び民間教育訓練機関等への委託訓練（21コース89人）を
実施

108 法定負担金として、今後も市町村に着実に交付していく。

障がい者の雇用
促進施策

47

③障がいのある女性に対する支援

①障がい者の雇用と職場定着
中小企業への個別訪問やフォーラム等の開催など、企業の障が
い者雇用への理解促進に向けた取組を実施したほか、新たに障
がい者の職場定着に関する相談窓口を設置し、アドバイザー派
遣を行うなど、障がい者の雇用を促進した。
②神奈川障害者職業能力開発校において、精神障がい者の求
職者数増加を踏まえ、令和４年度からコースを見直して精神障
がい者枠を増やして（令和７年度入校者の5３％が精神障がい
者）、職業訓練を実施し、就職支援に努めた。

①今後も継続して事業を実施していく。

②神奈川障害者職業能力開発校・委託訓練とも、定員充足率
が低いコースがあるため、更なる周知広報に努める。

障がい者の職域拡大を図り、就労を促進するための支援を行う。
・普及啓発、広報
・職場定着の促進
・職業能力の開発

12



自己評価(効果・課題) 今後の取組の方向性
事業の内容番号 再掲 事業の名称 2025(R7)年度事業実績 一次評価 補助資料２－4

114 県営住宅におけ
る障がい者に配
慮した住宅の整
備

障がい者に配慮した県営住宅の建替えや改善を進める。 ・建替え団地３団地８戸の整備を行った。 入居者の要望に応じた戸数の障がい者に配慮した住宅を、建替
え団地に整備した。

引き続き、県営住宅の整備に併せて、障がい者に配慮した住
宅の整備を進める。

115 公的賃貸住宅に
おける障がい者
に配慮した住宅
の整備

公営住宅においては、エレベーター設置を進めるとともに、既存住宅にお
ける段差解消や手すりの設置などにより、障がい者に配慮した住宅への
改良を進める。

・市町村が公営住宅において国の交付金等を活用した住戸の改
善等を行う際に、技術的な助言等の支援を行った。

市町村が公営住宅において国の交付金等を活用した住戸の改
善等を行う際に、技術的な助言等の支援を行い、障がい者に配
慮した住宅への改良を進めた。

国の交付金を活用し住戸の改善等を行う市町村に対し、引き
続き適切な指導・助言等を行い、障がい者に配慮した公営住
宅の整備を推進していく。

116 再掲 みんなのバリアフ
リー街づくり条例
推進体制整備事業

117 再掲 日常生活自立支援
事業

119 48 外国人労働相談
の実施

かながわ労働センター及び同センター県央支所に専門相談員と通訳を配
置し、 労働相談を実施する。

かながわ労働センター（本所）においてスペイン語・中国語、ベトナ
ム語、ネパール語、県央支所においてポルトガル語・スペイン語
で、 外国人労働相談を実施。相談件数：314件

事業の性質上、実績値によって初年度との比較および全体を通
しての結果及び原因等について記載することはできない。

引き続き今後の需要の変化に応じて柔軟な相談体制の整備
を検討しつつ、継続して実施していく。

120 多言語によるＤＶ
相談等の実施

民間団体と連携し、 配偶者暴力相談支援センターで13言語によるＤＶ相
談を実施するとともに、13言語のチラシを作成し相談窓口やDVについて
の情報提供を行う。

13言語（英語、韓国語・朝鮮語、スペイン語、ポルトガル語、中国
語、タガログ語、タイ語、ベトナム語、インドネシア語、ベンガル語、
ミャンマー語、クメール語、ロシア語）によるDV相談を実施した。
また、１３言語のチラシを随時配布し、相談窓口やＤＶについての
情報提供を行った。
Ｒ７年度多言語相談件数：５８５件

13言語によるDV相談を実施し、多様な相談ニーズに対応する
ことができた。

必要な言語のニーズ等を勘案しながら、多様な相談者の言語
への対応を図る。

121 多言語情報の提
供

言葉による情報獲得の障壁をなくすため、外国籍県民にとって、 必要な
行政情報を多言語や、やさしい日本語で、ホームページにより提供する。

県が提供する多言語情報をホームページに随時掲載 多言語で県の施策や生活情報をホームページで提供すること
で、外国籍県民等への情報支援を推進することができた。

引き続き、より多くの外国籍県民等の情報格差の解消に貢献
し、外国籍県民等に必要な行政情報の効果的な提供に努め
る。

122 外国籍県民情報
支援の実施

外国籍県民の生活を支援するため、多言語支援センターを開設運営し、
各種事業を実施する。また、災害時等において緊急情報を多言語化して
発信する。

118

多言語支援センターかながわでは、11言語で外国籍県民からの
問合せに対応を行うことで、外国籍県民の生活を支援すること
ができた。

今後も外国籍県民等の増加が見込まれることから、引き続き、
多言語での情報支援の充実に取り組む必要がある。

○　外国籍県民等への情報提供や相談対応を行うことで、言語
や文化、習慣等の違いにより生じる生活上の諸問題の解決につ
なげることができた。
○　相談員研修会を実施することで、相談員のスキルアップや
相談員相互の連携づくりの場を提供することができた。
○　関係機関との連絡会を開催し、各機関との連携・協力体制
を強化することで、相談事業の充実を図った。

引き続き、より多くの外国籍県民等の相談に対し、課題を解決
するために役立つ情報を提供できるよう、県内外の相談窓口
と連携しながら、安定した運営に努める。

外国籍県民の生活を支援するため、相談・助言、情報提供を行う。外国籍県民相談
の実施

○多言語支援センターかながわの運営
・対応言語：11言語、問合せ対応件数：　17,457件
〇外国籍県民支援人材育成研修の実施：６回
〇希少言語等専門人材の確保・育成
〇一般通訳支援事業の実施
・通訳派遣件数：８０６件、通訳協力者への研修：1１回
〇災害時外国籍県民支援
・災害時通訳ボランティア等研修の実施：２回

（再掲　№98）

（再掲　№100）

④外国人女性に対する支援
○外国籍県民一般・法律相談
・実施場所：地球市民かながわプラザ、川崎県民センター、県央地
域県政総合センター
・対応言語：英語、中国語、韓国・朝鮮語、スペイン語、ポルトガル
語、ベトナム語、やさしい日本語（実施場所により対応言語が異な
る）
・実績：1,199件
○外国籍県民教育相談
・実施場所：地球市民かながわプラザ
・対応言語：中国語、スペイン語、ポルトガル語、タガログ語、ベト
ナム語、やさしい日本語
・実績：2,592件

13



自己評価(効果・課題) 今後の取組の方向性
事業の内容番号 再掲 事業の名称 2025(R7)年度事業実績 一次評価 補助資料２－4

126 女性電話相談の
実施

日常生活上、様々な問題を抱える女性のための電話相談業務を実施す
る。

「女性電話相談室」相談受付
相談件数：1813件

委託業者と連携し、様々な悩みを抱える女性からの一般的な相
談に広く応じ、課題の解決・軽減を図った。

・安定的な運営により、引き続き女性からの様々な相談に広く
応じ、課題の解決・軽減を図る。

127 人権施策推進事
業

性的マイノリティ（ＬＧＢＴ等）を含めた、人権がすべての人に保障される地
域社会の実現のため、性的指向、性自認に関する正しい理解を促進する
とともに、社会全体が多様性を受け入れる環境づくりを進める。

性的マイノリティ支援として次の事業を実施した。
・派遣型個別専門相談として相談員の派遣　18件
・当事者向け交流会の開催　11回
・企業及び団体向け研修の実施　１回【ハイブリッド開催】
・児童福祉施設の職員向け研修の実施　２回
・性的マイノリティ講師派遣　9回
・かながわ性的マイノリティ相談LINE　486件

性的マイノリティ（LGBT等）研修事業を実施し、性的マイノリ
ティ（LGBT等）への理解を図った。
また、悩みを抱える当事者やその関係者を対象に交流会や相談
を実施し、悩みの軽減につなげた。

引き続き市や関係機関と連携し広く周知することで、性的マイ
ノリティ（ＬＧＢＴ等)への理解増進に努める。

128 210 NPO法人との協
働事業の推進

NPO法人と協働し、LGBTについて理解促進を図り、就労に際し正しい
情報による適切な支援を受けられるようにする。また、広く県民等に
LGBTに関して普及啓発を行う。

事業は令和元年度で終了。青少年センターで実施する指導員研
修での講師依頼や、神奈川県子ども若者支援連携会議において
LGBT団体としての助言、協力等の依頼で連携。

青少年センターで実施する指導員研修等において、必要に応
じ、講師依頼をした。

神奈川県子ども若者支援連携会議においてLGBT団体として
の助言、協力等をお願いする。

生活困窮者等に関する相談を含めてひきこもりや子ども・若者の
有する様々な悩みについて電話、来所及びSNS（※）による相談
を実施した。
相談件数
・電話相談3,147件、面接相談延べ358件、LINE相談3,400件
（かながわ子ども・若者総合相談センター、県ひきこもり地域支援
センター、県西部青少年サポート相談室、県地域青少年相談窓口
の総計）

＜支援者向けの研修の実施状況＞
ボランティア育成研修　計１回
ＮＰＯスタッフ研修　計２回
相談員研修　計３回
＜ひきこもり当事者のための取組の実施状況＞
居場所事業　計２１回
(うち、孤独・孤立を感じる女性のための居場所 計３回、親・きょう
だいの集い３回）
コミュニケーション講座　計３回
有償ボランティア　計９回

124 子ども・若者総合
相談事業

⑥性的マイノリティ（LGBT等）に対する支援

90

123 令和７年度における研修や会議の開催回数は、概ね予定通り実
施することができた。引き続き、生活に困窮する者が必要な支援
につながるよう制度について周知していく必要がある。

・制度周知用のチラシを30,000部作成し、各市町村や関係機関
に配布することで、自立相談支援機関窓口の利用勧奨を促した。
・リモートにより県内の生活困窮者自立支援制度に係る従事者向
けの研修を6回、生活困窮者支援に携わる団体や行政機関を対
象としたネットワーク会議及び学習会を３回開催したほか、県内各
市の主管課長会議及び担当者会議を実施し、制度に関する情報
共有や支援員同士のネットワークづくりに取り組んだ。
・生活困窮者からの相談に対して、本人が抱える課題を把握し、
生活の安定や就労促進などの自立に向けた相談支援を実施し
た。

全県を対象とした生活困窮者自立支援制度の周知や相談支援員の資質
の向上等に取り組む。
生活困窮者自立支援法に基づき、県は町村在住の生活上の困難に直面
している者に対し、地域において自立した生活ができるよう自立相談支援
を実施する。

女性保護事業の
実施

①困難な問題を抱える女性の状況は複雑化しており、引き続き
支援の充実が必要な状況である。
②様々な困難な問題を抱えた女性を一時保護し、本人の意思を
尊重した自立支援を実施した。
③民間団体に委託し、様々な問題を抱えた女性から相談を受け
付けるとともに、訪問支援、同行支援及び居場所の提供を実施
した。また支援従事者のための研修を行った。

125 ①、②一時保護、自立支援の実施
一時保護件数：２９６件
③民間団体に委託し、様々な課題を抱えた女性から相談を受付
けるとともに、訪問支援、同行支援及び居場所の提供を実施した。
また、支援従事者育成のための研修を行った。
相談件数(電話・メール・来所)　5,527件
LINE相談　１，２４４件
同行支援　52件
訪問支援　８件
他機関/所内打ち合わせ・会議　214件
研修開催３回、研修参加人数１回目90名・２回目89名・３回目84
名

生活困窮者等をはじめ、様々な悩みに対して、その背景を理解
し、寄り添い、共に考えていく相談支援ができるよう、支援者向
けの各種研修やケース検討会議等を充実させるとともに、ひき
こもり当事者のための居場所事業等の取組も実施することがで
きた。

かながわ子ども・若者総合相談センター（ひきこもり地域支援センター）に
おける電話、来所相談及び、委託事業者によるSNS相談を実施する。
また、支援者向けの研修やひきこもり当事者のための居場所、講座を実施
する。

①③各機関との連携体制の充実を図り、支援のための人材育
成の資質向上に取り組む。
②引き続き、関係機関との円滑な連携により、女性の意思を尊
重した切れ目のない安心・安全な支援を実施する。

関係機関と連携しながら、「困難な問題を抱える女性への支援に関する法
律」等に基づき、家庭環境の破綻、生活の困窮等、生活を営む上で困難な
問題を有する女性に対し、一時保護、自立支援を実施する。

今後も関係機関と連携しながら、生活困窮者等が安心して生
活を送ることができるよう、生活困窮者等を含めた子ども・若
者の悩みに寄り添った相談支援を行うとともに、支援者向けの
研修やひきこもり当事者のための取組を引き続き強化してい
きたい。

生活困窮者自立
支援事業

研修やネットワーク会議については、新たな支援制度やニーズ
に対応するよう。内容等をさらに工夫していく。

⑤生活困窮者等の自立に向けた支援
49
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自己評価(効果・課題) 今後の取組の方向性
事業の内容番号 再掲 事業の名称 2025(R7)年度事業実績 一次評価 補助資料２－4

129 電話相談事業 フリーダイヤルのこころの電話相談での、こころの健康に関する悩みにつ
いての相談対応

性的マイノリティに関する相談を含めて、子ども・若者の悩みにつ
いての電話相談において対応。
今後の取組の方向性引き続き電話相談を実施。

相談件数も少なく、性的マイノリティに特化していないため、傾
聴を基本とする一般的な対応となる。

引き続き電話相談を実施。

130 教育相談事業 電話、来所、Ｅメール、ＳＮＳ相談による相談への対応 ・学校や家庭における子どもの様々な悩みや問合せについて、電
話相談は7,621件、来所相談は4,292件、Ｅメール相談は395
件、ＳＮＳ相談は、4,075件に対応。

生活、不登校、いじめなど様々な相談に、電話、来所、Eメール、
ＳＮＳ等により対応した。

引き続き、相談者のニーズに応えられるよう相談を実施する。

131 再掲 人権教育指導者養
成研修講座の実施

132 再掲 人権教育研修講座
の実施

135 思春期の健康相
談、生涯を通じた
女性の健康の保
持増進、不妊症
や不育症、若年
妊娠等、妊娠・出
産をとりまく悩み
等への相談支援

プレコンセプションケアを含め、思春期の健康相談、生涯を通じた女性の
健康の保持増進、不妊症や不育症、予期しない妊娠等、妊娠・出産をとり
まく様々な悩み等への相談支援を行う。

・性と健康の相談（一般相談：２８８件、専門相談：3１件）
・不妊・不育専門相談センター（相談件数１００件、延相談人数1１5
人）
・妊娠SOSかながわ（延相談件数1,５６０件、アウトリーチ相談支
援人数２人）

令和７年度から県内高校１年生～３年生に対し、妊娠SOSかな
がわの周知カード等を配布し、普及啓発に努めた。

妊娠SOSかながわについて、引き続き高校１年生～３年生へ
の配布を行い、周知を進める。

136 妊娠・出産等に関
する情報提供

妊娠・出産の正しい知識の啓発のため、ホームページ「（女性と男性のクリ
ニック）丘の上のお医者さん」や啓発カード等による情報提供を行う。

・ホームページ「丘の上のお医者さん」（アクセス数236,866件）
・プレコンセプションケア相談等の取組についてカード等の啓発媒
体を作成し、公立・私立の高等学校や公共施設・商業施設、薬局・
ドラッグストア等を通じて配布することで周知した。

令和６年度からＳＮＳを活用して広報することなどにより、普及啓
発に努めた。

ホームページのコンテンツを充実させることで、普及啓発を進
める。

137 母子保健対策事
業（男性に係る取
組）

不妊・不育専門相談センターにおいて男性のための不妊・妊活相談を行
う。
また、ホームページ「（女性の男性のクリニック）丘の上のお医者さん」にお
いて男性不妊等に関する普及啓発を行う。

・不妊・不育専門相談センターの男性の利用
　泌尿器科医師による面接相談/男性不妊相談（相談人数３人）
　婦人科医師による面接相談・助産師による電話相談（相談人数
24人）
・ホームページ「丘の上のお医者さん」の男性ユーザーの割合
（40.5％）

ホームページ「丘の上のお医者さん」は男性の利用は一定数あ
るが、さらなる男性の利用の増加を図る必要がある。

・不妊・不育専門相談センターについては、男性向けのチラシ
等により周知することで、男性に対する普及啓発を進める。
・プレコンセプションケアの推進に係る取組においても、男性へ
の普及啓発を進める。

（再掲　№182）

（再掲　№181）

・「かながわ未病改善ナビサイト」は2025年度に41件の新規情
報を掲載し、未病に関する普及啓発を推進した。
・2025年度は新規認証が61件あった。「未病センター」設置者
による利用促進が進んだことで、「未病センター」利用者は合計
459,286人（前年度比約110%）となった。県民が未病改善に
取り組める環境を広げることができた。

133

施策の基本方向３　生涯を通じた健やかで生き生きとしたくらしの支援

134 未病女子対策推
進事業

①健康に対する支援
未病対策普及啓
発事業

健康寿命の延伸に向けた未病改善の取組を促進するため、未病センター
の設置促進やインターネット等による普及啓発等を行う。

・「かながわ未病改善ナビサイト」の運営等、未病改善に関する普
及啓発を実施
・未病チェックシートの公開
・未病センターの認証　累計１４５か所

・かながわ女性の健康・未病サイト「未病女子navi」について、サ
イト機能の改善、キーワード絞り込み機能の追加、LINE案内追従
バナーの実装などを行い、引き続き普及啓発を実施
・企業と連携し、「未病女子セミナー2026オンライン」をオンデマン
ド配信し、女性の健康課題について普及啓発。（令和８年３月２日
から５月29日まで配信。申込数134件、累計再生数233回）

「かながわ未病改善ナビサイト」は、引き続き普及啓発を実施
していく。
未病センター設置数が増加しているがより幅広い企業や市町
村に設置してもらうため、啓発の工夫を図る必要がある。

女性特有の健康課題やその対処についてインターネット特設サイトや
SNSを利用した情報発信や普及啓発イベントの開催、学校や企業との連
携により普及啓発する。

女性の未病に関する情報を発信する「未病女子navi」に ３２６，
１２０件(202５年度)のアクセスがあり、女性が自らの健康課題
に気づき、改善を実践する取組が進んだ。

今後もコンテンツのさらなる充実を図る必要がある。
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自己評価(効果・課題) 今後の取組の方向性
事業の内容番号 再掲 事業の名称 2025(R7)年度事業実績 一次評価 補助資料２－4

138 妊娠・出産に関す
る知識の普及啓
発

妊娠・出産に関する知識の普及啓発と、それらを踏まえたトータルのライフ
プランの構築を支援するために、学校や企業等を対象に健康教育や講座
を実施する。

・健康教育（94回実施、延参加人数8,459人）
・企業向け出前講座（20回実施、延参加人数4７４人）

新たな補助教材を作成・導入することで、対象者に応じた、適切
な普及啓発に努めた。

健康教育の充実や周知の強化を図り、普及啓発を進めてい
く。

140 がん（子宮頸・乳
房）予防の推進

がんを早期発見するために、がん検診の受診促進などの普及啓発やがん
検診従事者の研修を行う。

・がん患者やその家族が、必要なときに正しい情報を入手できる
防がんMAPの作成・配布(２0,000部）
・がん対策推進員制度の運用
・がん検診企業研修（全12回）
・「ピンクリボンライトアップ202５inかながわ」の開催、フォトコンテ
ストの実施
・普及啓発イベント「リレー・フォー・ライフ・ジャパン横浜202５」へ
の参加

がん検診を含む全般的ながん情報を発信するリーフレットの制
作や、ピンクリボンライトアップと合わせてフォトコンテストを実施
する等、さらなる啓発の拡充に取り組んだ。

引き続きがん検診の普及啓発事業を行うとともに、効果的な
手法を検討していく。

141 自殺対策事業 「かながわ自殺対策計画」に基づき総合的な自殺対策を推進する。 ・かながわ自殺対策会議(政令市と共同開催/親会議)２回開催
（対面）
  地域部会１回開催
・自殺対策に係る庁内会議１回開催（オンライン）

関係機関等の意見を参考にしながら取組を行った。 自殺者数は前年と比べ111人減少となった。継続して効果的な
取組を検討していく。

143 X（旧Twitter）
広告事業

X(旧Twitter）の投稿や検索結果にX(旧Twitter）を表示し、不安や悩
みを抱える方へ、相談窓口の周知や誘導をするもの。

広告表示回数：28,767,302回
リンクへのクリック数：101,172回
相談窓口への遷移件数：3,592回
（内LINE相談への遷移件数：748 回）

リンクへのクリック数が増えており、相談窓口ページの案内がで
きている。

バナー等のリニューアルを行い、クリック率を向上させていく。

144 電話相談事業 フリーダイヤルのこころの電話相談での、こころの健康に関する悩みにつ
いての相談対応

・「こころの電話相談」は、神奈川県の全域を対象に、こころの健康
に関してフリーダイヤルで電話相談を実施。毎日　24時間(年度
初めの4月１日午前０時から４月１日午前９時までは休止)67,227
件
・「依存症電話相談」は、依存症にかかわる相談を専用回線にて実
施。月・火曜日　13時30分から16時30分まで（祝日を除く）427
件

電話がつながりにくく、リピーターが多いこと。回線数を拡充し
接続率を向上させた。

2024(R6)年４月よりプッシュボタン方式を採用し、緊急回線
を設け、緊急ケースへの対応を行っている。

145 スポーツ推進計
画に基づくスポー
ツ推進の取組み

スポーツ推進計画に基づきスポーツの推進に関する施策に取り組む。 運動する時間が取りにくい働く世代の女性を主な対象として、
ウォーキングよりもゆっくりとしたペースで行うジョギング運動で
ある「スローラン」による運動促進事業を実施した。
・普及促進動画の作成（３本）
・スタートブックの作成（2,000部）
・実践モニターイベントの実施（２回）　など

・普及促進動画は、車内デジタルサイネージや、かなチャンTVで
公開することで、県民へ幅広く普及啓発を行うことができた。
・実践モニターイベントは、座学・実践を一体的に行うことで、無
理なく取り組める内容とし、参加者から「楽しく続けやすい」「運
動効果を感じた」といった声を得られた。

県民と健康の視点で接する機会の多い産業医・保健師等に、
面談や指導等の場でスローランの効果や気軽さを周知してい
ただけるよう、産業医・保健師等を対象とした「スローラン講習
会」を開催する。

自殺対策の推進に向けて、県民に自殺対策の理解を深めてもらうための
普及啓発事業や自殺対策に関する情報収集・提供、ネットワーク構築、市
町村等の支援を行う「かながわ自殺対策推進センター」の運営、身近な存
在として支えるゲートキーパーの人材養成、多職種による包括相談会な
ど、関係機関、団体等と連携した自殺対策事業を実施する。

142 市町村が自殺対策計画を策定した。県として広域的な推進と市
町村の支援をする地域支援の事務量も増えたが、地域格差の
ないよう支援していくことが求められ、今後は改定に向けての支
援が課題。

202５年度は１町が自殺対策計画の改定をした。今年度も引
き続き改定をする予定の市町村へ支援を行う。

自殺対策事業

周産期救急医療
システムの充実

139

○こころといのちのサポート事業（自殺対策）の実施
・自殺予防に関する普及啓発(街頭キャンペーン等)自殺対策強化
月間に合わせ、パネル展示、ポスター掲示、リーフレット等の配架。
・自殺対策講演会9/13(土)座間市役所で実施。７２名参加。
○かかりつけ医うつ病対応力向上研修　10/５（日）24名、10/26
（日）44名。2回実施68名参加。
○かながわ自殺対策推進センター事業の実施
・ゲートキーパー養成研修
  約14,700名養成。
○多職種による包括相談会の実施　9/28（日）６名、2/２１（土）６
名。
○こころ・つなげよう電話相談事業の実施
・こころの電話相談（フリーダイヤル対応）
○うつ病セミナー　2/８(日）藤沢市で実施。会場４５名配信212名
参加。

「県周産期救急医療システム」を運用することで、高度な医療水
準により一貫した対応を24時間体制で確保できた。
県の出生数は減少傾向にあり、分娩取扱施設数も減少してい
る。その一方で、今後もハイリスク分娩や医療的ケア児は一定
数見込まれる。今後、どのように県周産期救急医療システムを
安定的に運用させていくかという課題がある。

出生数の減少や高齢出産の増加など、社会情勢が変化してい
る中でも、安心して子どもを産み、育てる環境を整える。

・周産期救急医療システムの安定的な運用ハイリスクの妊婦から新生児までに対応する高度な救急医療体制を確保
するため、県内を6ブロックに分けて周産期救急医療システムを整備する
とともに、システムに参加する受入病院の運営費に対して助成する。
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自己評価(効果・課題) 今後の取組の方向性
事業の内容番号 再掲 事業の名称 2025(R7)年度事業実績 一次評価 補助資料２－4

146 性に関する指導
の推進

学校における性に関する指導等に係る知識・技術の習得を目的に研修会
を実施し、教職員の実践的指導力の向上を図る。

・性に関する指導等研修講座（全1回、半日日程）の実施（受講対
象者　小・中・高・中等教育・特別支援学校の総括教諭、教諭、養
護教諭）３４名受講

包括的な性教育に関する受講者自身の知見の向上はもとより、
今後の学校における性教育の在り方について考えることや、プレ
コンセプション教育を通じ、児童・生徒へのより適切な対応方法
を学ぶことができた。

今後も継続、発展させるべき講座と考える。

148 HIV抗体検査及
びエイズに関する
相談事業

HIV感染の予防及び早期発見や、感染者及びその家族の社会的・精神的
問題を軽減するため、即日検査事業やカウンセリングを実施し、HIV・検
査相談体制の充実を図る。

・HIV保健センター設置数：１ヶ所（健康危機・感染症対策課）要請
に応じてカウンセラーを派遣
・HIV検査を６ヶ所で実施（保健福祉事務所・センター５ヶ所とHIV
即日検査センター１ヶ所）

希望者が検査やカウンセリングが受けられるよう体制を維持し
ている。

感染予防対策を適切に行った上で実施する。

150 209 コミュニティ・カ
レッジ事業

地域におけるさまざまな課題の解決や、地域の活性化に向けた取組を行
うボランティアやＮＰＯ等の人材の育成等を行うため、県民の学びの場で
ある「かながわコミュニティカレッジ」を開催する。

・主催講座　2６講座実施
・連携講座　８講座実施
・特別講座　1講座実施

人気講座の追加実施や、障がいのある受講生への配慮として手
話通訳者を交えて実施するなど、受講者のニーズに応じて講座
を実施した。

今後も引き続き、オンライン講座を実施するほか、受講後の活
動に結び付けるためのフォローアップを充実させる必要があ
る。

151 ハイスクール人材
バンク事業

学校の教育力の向上を図り、生徒一人ひとりに目の行き届いた教育支援
を推進するため、専門的・実践的な知識を有する民間企業経験者や豊富
な社会経験を有する地域人材などを活用する。

県立高校40校で「かながわハイスクール人材バンク」を活用し、学
習支援員やスクールキャリアカウンセラーによる、学習支援や進路
支援を行い、きめ細かな指導を実現するとともに、教員の業務負
担の軽減を図った。

学習支援員やスクールキャリアカウンセラーは、国庫補助金を活
用した事業であるが、国庫補助の低減が続く状況であり、安定
的な事業の展開が課題である。

学習支援員やスクールキャリアカウンセラーは学校のニーズが
高い事業であることから、引き続き、予算の拡充について国へ
要望していくとともに、安定的に事業を継続できるよう、対応
を検討していく。

152 県立社会教育施
設の取組

多様化・高度化する県民の学習ニーズに応えるため、金沢文庫や生命の
星・地球博物館などの県立社会教育施設において、各施設の機能と特色
をいかした講座を実施するなど、生涯学習を推進する。

県立社会教育施設において、各施設の機能と特色をいかした講
座等を実施した。

人生100歳時代において、一人ひとりの「学び」の意欲に応え、
生涯にわたって能動的に学び続けられるよう、生涯学習の環境
整備がより一層県立社会教育施設に求められている。

県立社会教育施設の調査研究を活用した展示事業や教育普
及活動の実施により、県民に「学び」の機会を提供する。

153 「人生100歳時
代」を支える県立
図書館事業

「人生１００歳時代の設計図」における「学び直し」の視点から県立図書館
の図書を充実するとともに、講座を開催する。

県立図書館新本館の開館に合わせて2022（R4）年度より、学び
を深める仕掛けとして、「Lib活 after５ゼミ」を開始している。
また、「学び直し」にかかる資料は、「自分に相応しいテーマを見つ
ける」ための資料として、各分野の課題や最新状況が判るような
入門書、平易な論文集など59冊を収集した。

人生100歳時代において、一人ひとりの「学び」の意欲に応え、
生涯にわたって能動的に学び続けるための資料を継続して整備
していくことが求められている。

「学び直し」にかかる資料は、当館が従来収集してきた専門資
料への橋渡し的なものでもあるため、今後とも収集・整備して
いく。

154 再掲 職業人生の長期
化・多様化を見据
えたキャリア形成
支援

155 再掲 大学等におけるラ
イフキャリア教育の
支援

156 再掲 中高年齢者の就業
支援

②エイズ・性感染症等に対する支援

・HIV（ヒト免疫不全ウイルス）の感染予防を推進するため、かながわレッ
ドリボン運動、青少年エイズ・性感染症の予防講演会、啓発イベントなどを
実施し、県民のエイズ（性感染症を含む）に関する正しい理解と行動への
普及啓発を図る。
・HIV感染者・エイズ患者の歯科診療推進のため、医療機関の紹介や研
修を行い、県内のHIV歯科診療体制の充実を図る。
・HIV感染者・エイズ患者の診療推進のため、研修を行い、医療従事者の
意識啓発を図る。

・かながわレッドリボン運動：世界エイズデーにあわせ強化月間を
設定し、保健福祉事務所での臨時検査及びイベント実施をとおし
て推進を図った。
・青少年エイズ・性感染症の予防講演会：中学・高校にて開催し予
防啓発を図った。
・地域エイズ予防啓発事業：各保健福祉事務所・センターを中心と
して、地域に根差した予防啓発を図った。
・エイズ歯科診療推進事業：医療体制の構築及び歯科診療紹介
制度の推進を図った。（神奈川県歯科医師会委託）
・エイズ治療症例研究会開催事業：医療従事者向け研修を実施
し、診療体制の充実を図った。（神奈川県医師会委託）

エイズ対策促進
事業

147 希望者が検査や教育を受けられるよう体制を維持している。 感染予防策を適切に行った上で実施する。

③県民が生涯にわたり輝き続けることができる「人生100歳時代」に向けた取組
149 「人生100歳時代

の設計図」推進事
業

人生100歳時代において、子どもから大人まで生き生きと充実した人生を
送ることができるよう、県が市町村、大学、民間企業、ＮＰＯ等と連携し、
「学びの場」や「活動の場」の創出に向けて取り組み、コミュニティに参加し
やすい環境づくりを行う。

〇かながわ人生100歳時代ネットワークの運営
　【通常会】
　・「この指とまれプロジェクト」の提案やネットワークメンバー同士
の交流の場として「通常会」を７回開催した。（対面２回、オンライン
５回）
・意見交換テーマ数：14
・参加者数：延べ188人
　【この指とまれプロジェクトの実施】
　・終活にまつわる情報提供を行う団体の立ち上げや、中高生を
対象にしたカードゲームの開発など、計４件の提案があった。
　【ネットワークメンバーの拡大】
  ・2025年度（239団体）※19団体追加

（再掲　№176）

（再掲　№40）

ネットワーク団体の加入数は、継続して増加している一方で、「こ
の指とまれプロジェクト」については「ノウハウが無く、提案を行
うことが難しい」との声がある。

改善策として令和７年度より、ネットワークに長く参画している
方や、参加率の高い方がサポーターとなり、この指とまれプロ
ジェクトの提案について、参画団体の目線で連携を視野にした
事前のアドバイス等を行う「サポーター制度」を設けた。こうし
た制度の運用等により、提案しやすくなる環境づくりを推進し
ていく。

（再掲　№41）
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自己評価(効果・課題) 今後の取組の方向性
事業の内容番号 再掲 事業の名称 2025(R7)年度事業実績 一次評価 補助資料２－4

157 防災担い手人材
の育成

参加者が様々な視点で防災を考えられるよう、多様なテーマや手法を取
り入れた防災講座を実施し、防災意識の定着を図る。

多様なテーマや手法を取り入れた防災講座の実施
・防災講座（1）　地球科学から見た神奈川･神奈川県地震防災戦
略・命を守る
（2025年10月25日（土）38名）
・防災講座（2）　マンションと防災～あなたのマンションは首都直
下地震の準備できていますか～
（2025年12月6日（土）29名）

男女の参加があり、それぞれの立場から、多様なテーマから見
た防災について、お考えいただくことができた。

参加者が様々な視点で防災を考えられるよう参加対象は限定
せず、多様なテーマや手法を取り入れた講座を開催し、防災
意識の定着を図っていく。

158 24 女性消防団員の
加入促進

消防団加入促進リーフレットの作成及び消防団員へのサービスを提供す
る店舗・施設の登録等により、消防活動のアピールや消防団員の加入促
進を実施する。

・かながわ消防フェア2025の開催：体験イベントの開催
・消防団員加入促進リーフレットの配布
・かながわ消防団応援の店登録制度の推進

女性消防団員の加入促進に向けた取組について効果が図られ
た。

全国的に消防団員が不足していることから、男女ともに消防
団員の募集及び加入促進が必要であるため、市町村と連携し
対応する。

159 25 消防分野に関わ
る女性人材の養
成

女性消防職団員対象の特別教育を実施する。 女性消防職団員の活躍推進のための特別教育の実施
・消防職員特別教育　女性活躍推進研修（2026年１月29日（木）
35名）
・消防団員特別教育　女性消防団員等活性化研修（2026年２月
8日（日）34名で実施予定であったが中止）

【消防職員特別教育】
3名の講師（うち1名他業種）による講義の後、グループ討議及び
質疑応答で、女性消防職員に関する職場の課題を共有し、課題
解決に向けた方向性を示すことができた。
【消防団員特別教育】
研修当日が降雪となり、参加者の帰宅が困難となる恐れがあっ
たため、開始後すぐに中止とした。

【消防職員特別教育】
女性消防職員の多くが、本研修を修了したことから、2021年
度より男性職員も受講対象に含めて実施。
【消防団員特別教育】
2025年度に実施できなかった分、来年度も実施を計画して
いく。

160 26 災害救援ボラン
ティア支援人材の
養成

災害救援ボランティアの活動をコーディネートする人材を育成する取組を
進める。

かながわコミュニティカレッジで「災害ボランティアコーディネー
ター基礎講座」の開催
受講者数2８名(全３回）

災害救援ボランティアコーディネーターを育成する講座を実施し
た。

受講後の活動に結び付けるためのフォローアップを充実させ
る必要がある。

162 男女共同参画の
視点から見た市
町村等の地域防
災計画への助言

県防災会議が災害対策基本法第42条に基づく市町村地域防災計画への
修正報告を受けた場合において、防災会議幹事として助言を行う。

随時市町村地域防災計画に対して、「男女のニーズの違い」や「男
女双方の視点」等、男女共同参画の視点から見た助言を行った。

「災害対応力を強化する女性の視点～男女共同参画の視点か
らの防災・復興ガイドライン～」に基づき、市町村が計画の改定
等を行う際の防災計画について助言を行った。

随時市町村地域防災計画に対して、男女共同参画の視点から
助言を行う。

164 208 男女共同参画施
策推進者研修・情
報交換会

かながわ男女共同参画センター及び各市町村の事業について情報等を
共有し、男女共同参画についての施策能力の向上等を図る研修を実施す
ることにより、効果的な事業展開や県と市町村並びに市町村相互の連携
の強化を図る。

男女共同参画施策推進者研修の実施(研修１回/24名） アンケート結果によると、令和７年度の研修の有用度は94.1％
であり、令和６年度（100％）に続いて高い評価であった。
研修を通じた他市町村の担当者との意見交換、ノウハウや悩み
の共有などのほか、横断的なネットワーク形成などの効果があっ
た。

引き続き受講者アンケートの意見を活かした研修を実施する。

165 54
171

男女共同参画研
修用教材の提供

市町村や企業等において、男女共同参画についての理解を深め、男女共
同参画に向けた取組を進めることに資することを目的とした研修に使用で
きる教材を提供する。

男女共同参画についての研修用教材(powerpoint版)を用意
し、それぞれ希望に応じて提供。
・「男女共同参画の基本を理解する（一般向け）」７件
・「職場における男女共同参画」６件
・「アンコンシャス・バイアス～男女共同参画の視点から～」６件
・「パートナーへの暴力防止」１件

・費用や企画準備時間、参考資料がない等の理由から研修開催
に窮する企業や自治体等から利用され、各組織での男女共同
参画の取組の推進に寄与した。

利用者アンケートの回収率を向上させ、希望に応じた研修用
教材を提供する。

166 再掲 男女共同参画実践
事業

167 再掲 地域における啓発
活動の促進

重点目標４　男女共同参画社会の実現に向けた意識改革と基盤整備
施策の基本方向１　固定的な性別役割分担意識等の解消のための意識改革
①男女共同参画社会の実現に向けた意識の醸成

（再掲　№206）

（再掲　№11）

男女共同参画の視点からの防災研修をオンラインで開催した。
県危機管理防災課にて市町村防災部門に研修の周知を図った。
参加者数８０名
(対象者：市町村男女共同参画部局、防災部門及び避難所運営関
係部署)

施策の基本方向４　防災・復興における男女共同参画の推進
①防災・復興における男女共同参画の推進

避難所運営に女性の視点を踏まえることの重要性を周知できた・避難所マニュアル策定指針について、能登半島地震の教訓や女
性の視点を踏まえ、避難所における生活環境の向上にむけた記載
内容の充実を図った。
・避難所での女性の良好で安全な生活環境を確保するため、女性
運営責任者の配置や、女性に配慮した避難所レイアウトの早期設
定、女性専用のトイレ・更衣室・洗濯干し場や授乳室の設置に努め
ること等、女性の視点を踏まえた避難所マニュアル策定指針につ
いて市町村と共有している。
・新たに作成した地震防災戦略において、女性視点を踏まえた防
災対策の取組強化を重点施策に位置付けた。

県避難所マニュアル策定指針を参考に、市町村は男女のニーズの違い等
の男女双方の視点などに十分配慮する。

より良い避難所
運営に向けた市
町村の取組を支
援

163

男女共同参画の視点を踏まえて、県職員及び市町村職員向けの研修を
実施する。

男女共同参画の
視点からの職員
向け研修の実施

・市町村が避難所マニュアルの改定等を行う際の助言や国か
らの通知等に沿って適宜対応していく。
・女性の視点を反映した避難所マニュアル策定指針の内容を
踏まえた市町村の避難対策について、地震防災戦略に基づき
支援していく。

・避難所運営関係部署からは２６名の参加が得られた。アンケー
ト結果から、「満足」「やや満足」を合わせて86%と満足いただけ
る研修となった。
・避難所運営に女性の視点を踏まえることの重要性を周知して
いたため、市町村防災部門から12名、福祉部門から８名の参加
が得られた。

・アンケートより、研修講義内容や対象者等についてご意見を
いただいたため、今後の研修のあり方を検討する必要がある。
・避難所における女性の視点の強化等を共有していく。

161
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自己評価(効果・課題) 今後の取組の方向性
事業の内容番号 再掲 事業の名称 2025(R7)年度事業実績 一次評価 補助資料２－4

168 男女共同参画に
関する調査研究

男女共同参画社会を推進するための課題解決に向けた調査研究を行う。 ・「かながわジェンダーダイバーシティ・データベース」の更新・公表
・中高生向け「ジェンダー平等キャリアパンフレット(仮称)」の作成
作業を実施

・統計の面から、本県の男女共同参画の状況を把握できるよう、
社会的意義の高い統計・調査データ項目を中心とした各種統計
データをホームページ上で公開した。
・中高生がジェンダー・バイアスに影響されることなく、自由に進
路を選択できるよう啓発資料を作成中である。

・引き続き必要な統計データの公開を行う。
・引き続き優先度の高い今日的テーマに関する調査研究を行
う。

169 男女共同参画に
関する情報発信

男女共同参画の普及・啓発のため、男女共同参画に関する様々な情報を
収集・発信するとともに、かながわ男女共同参画センターが実施する事業
のＰＲなど、ホームページやメールマガジンなど、多様な媒体を使って情報
発信を行う。

メールマガジン「かなテラス通信」により、講座・イベント情報や公
募委員の募集案内等の情報発信を実施（1６回）

ホームページのアクセス数やメールマガジンの登録者数をどの
ようにして増やしていくのかが課題である。

引き続き必要な情報を発信する。

170 男女共同参画に
関する行政資料
等の提供

男女共同参画に関する行政資料等を収集・整理し、県民の利用に供す
る。

・男女共同参画などに関する行政資料等の収集、整理を行い、情
報提供や貸出を実施
・インターネットを活用し蔵書検索や資料・交流コーナー情報を提
供
・講座、セミナー等開催時に関連した図書を紹介

資料・交流コーナーは庁舎の工事により一定期間休館していた
ため、来館者数が減少したことにより、延べ貸出者数は令和７年
度は５人であり、令和６年度（40人）より減少した。
男女共同参画などに関する行政資料等の利用をどのようにして
増やしていくのかが課題である。

・引き続きより多くの県民の利用に供することができるよう、
ホームページ等により所蔵している図書等の周知を行う。

171 再掲 男女共同参画研修
用教材の提供

172 22 男女共同参画教
育の推進

子どもの頃から男女共同参画意識を育むため、男女共同参画教育参考
資料を作成し、政令市内を除く県内の全小学校に配布する。

男女共同参画教育参考資料「こんな子いるよね」を、横浜・川崎・
相模原市を除く県内の全小学校（5年生を対象）に配布した（29,
５00部作成、39１校に配布）。

配布校に対し行ったアンケートでは、内容について「わかりやす
い」「ある程度わかりやすい」が９割りを超えている一方で、「す
でに今の子どもたちを取り巻く環境は、男女の参画の差がなくな
りつつあるので、児童にあまり性差の意識がない。」などの意見
があり、児童をとりまく現状に合わせた見直しの必要がある。

現在の状況に合わせた内容にするため、見直しの検討を行う。

173 家庭教育の重要
性への理解を深
めるための支援

子どもの「生きる力」の基礎的な資質や能力を培う「家庭」の教育力の充
実のための学習資料を発行し、男女平等意識などについても中学生の保
護者等に対し必要な情報提供・啓発を行う。

家庭教育学習資料｢家庭教育ハンドブック　すこやか」の作成と配
付
・内容　思春期の特徴、子どもと保護者の関係、保護者の役割等
・配付対象　中学新入生の保護者（政令市を除く）
・発行部数　41,000部

アンケートを行ったところ、家庭教育の推進に役に立つと思うと
の回答が約９割であり、特に初めて中学校を経験する保護者や
思春期の子育てに不安を感じている保護者の役に立てることが
できた。

子育てに関し悩みや不安を抱える保護者の方に向けて情報提
供による支援をする必要があるため、今後もハンドブックの作
成を継続し、普及啓発を図っていく。

176 21
15
5

大学等におけるラ
イフキャリア教育
の支援

固定的な性別役割分担意識にとらわれず、個性と適性に応じたキャリア
（生涯にわたる生き方）を選択できるよう、大学等におけるライフキャリア教
育を支援する。

・大学生向けに啓発冊子を66大学へ配布
・高校生向けに啓発冊子をデータにて配布
・高校におけるライフキャリア出前講座の実施（１校１回）
・中学校向けプログラムのデータ配布

実施校に対するアンケートでは、内容について好評を得ている
が、前年度と比べ、実施回数が減少した。
また、子ども家庭庁による「ライフデザインに関する情報ポータル
サイト」の開設等、国や市町村、民間団体における関連情報の発
信や教材の充実等も踏まえ、見直しの必要がある。

教育現場から、教材の内容が今の子どもたちの意識とに乖離
が生じているとの意見が出ていることを踏まえ、事業実施方法
等について見直しを検討する。

今後も事業を継続し、キャリア教育の推進・進路指導の充実を
図る。また、体験発表会の開催などをとおして、優良事例を発
信し、周知を図る。

県立高等学校等進路指導説明会等をとおして、キャリア教育の
推進・進路指導の充実を図ることができた。また、キャリア教育
体験発表会の開催をとおして、優良事例を発信し、周知を図る
ことができた。

②男女共同参画の理解を深めるための情報収集・提供

174

生徒の望ましい勤労観・職業観を育て、男子向き女子向きといった固定的
な考え方にとらわれず、生徒一人ひとりが主体的に進路を選択する能力・
態度を身に付け、幅広い分野に進むことができるようにする。また、各校ご
とのキャリア教育実践プログラムや就業体験などの体験活動を充実させ
るとともに、かながわキャリア教育体験発表会の開催などの取組を通じ
て、キャリア教育の推進・進路指導の充実を図る。

（再掲　№165）

施策の基本方向２　子ども・若者に向けた意識啓発
①子ども・若者に向けた男女共同参画意識の醸成

175 キャリア教育の推
進
[生徒向け]

・県立高校等におけるキャリア教育の推進
・「県立高等学校等進路指導説明会」を年２回開催し、県立高校等
の進路指導担当教諭に周知した。

男女共同参画社会の実現のため、誰もが性別に関わらず、自分らしい生
き方を選択し、お互いを認め合う対等な人間関係を築く力を育成する若
年層（中高生）向け意識啓発事業として、中高生に身近なテーマ（メディ
ア、人間関係、進路）を通して、考えるヒントや気づきが得られる出前講座
を実施する。

①ジェンダー平等×メディアリテラシー講座の実施（１１回/2,５８７
名）
②デートＤＶ防止啓発講座の実施（10回/1,１６１名）
③ジェンダー平等×ミライガイダンスの実施（３回/1,3４５名）

・講座の実施により、性別に関わらず自分らしい生き方や対等な
人間関係を考える機会を提供することができた。
①ジェンダー平等×メディアリテラシー講座について、アンケート
結果より令和７年度は有用度78.2％、理解度80.4％であり、
令和６年度（有用度82.5％、理解度81.9％）をやや下回った。
②デートDV防止啓発講座について、アンケート結果より令和７
年度は有用度95.3％、理解度98.9％であり、令和６年度（有用
度95.2％、理解度99.0％）から引き続き高い水準となった。
③ジェンダー平等×ミライガイダンスについて、アンケート結果よ
り有用度は令和７年度は72.3％であり、令和６年度（有用度
80.6％）をやや下回った。

引き続き、参加者アンケートの意見を活かした事業を展開す
る。
事前に学校の要望を丁寧に聞き取り、その内容を講師と共有
することで、より有用度の高い講座を目指す。

若年層向け普及
啓発事業
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自己評価(効果・課題) 今後の取組の方向性
事業の内容番号 再掲 事業の名称 2025(R7)年度事業実績 一次評価 補助資料２－4

179 人権教育の推進 人権が真に尊重される社会の実現をめざし、学校・地域等において、より
充実した人権教育が推進できるよう人権教育の指導者を養成することを
目的とした人権教育指導者養成研修講座を実施し、その中に「女性の人
権」というテーマを設ける。
また、県立学校人権教育校内研修会に対し、講師の派遣などの支援を行
う。

・人権教育指導者養成研修講座（人権教育担当者等17名が参加
し、男女共同参画社会実現に触れた１回を含む、全８回の実施）
・県立学校人権教育校内研修会に対する支援（外部講師への報
償費の負担、講師の派遣）
・人権教育ハンドブックをホームページに掲載し研修会等で活用。
県立学校掲示用の啓発ポスターを配付。

外部講師を招いた研修の実施により、県内の指導主事、県立学
校教職員等の意識啓発を行うことができた。

引き続き各取組を実施していく。

180 男女共同参画推
進教育研修の充
実

教職員の意識啓発と男女共同参画教育を実践する上での課題解決を図
るため、男女共同参画教育についての研修を行う。

・人権教育指導者養成研修講座（人権教育担当者等１７名が参加
し、男女共同参画社会実現に触れた１回を含む、全８回の実施）
・県市町村人権教育担当者研修会（人権教育担当者等３６名が参
加し、男女共同参画社会実現に触れた１回を含む、全４回の実施）

外部講師を招いた研修の実施により、県内の指導主事、県立学
校教職員等の意識啓発を行うことができた。

引き続き各取組を実施していく。

181 131 人権教育指導者
養成研修講座の
実施

人権教育の推進を図るための指導者を養成する研修を実施 県教育局及び教育機関、市町村教育委員会に所属する指導主
事、社会教育主事、事務職員及び人権教育研究校の教職員を対
象に開催
（人権教育担当者等１７名が参加し、男女共同参画社会実現に触
れた１回を含む、全８回の実施）

外部講師を招いた研修の実施により、県内の指導主事、県立学
校教職員等の意識啓発を行うことができた。

引き続き実施していく。

182 132 人権教育研修講
座の実施

県立学校の人権教育の推進について中心的な役割を果たす校長、副校
長、教頭及び人権教育を担当する教職員の人権問題及び人権教育に関
する認識を深化をさせることにより、県立学校における人権教育の推進を
図る。

・「県立学校人権教育研修講座」をオンライン（オンデマンド型）に
て実施（受講対象者　県立学校校長、副校長・教頭、人権教育担
当者等）51５名受講

学校現場の実態に即した内容で、学校現場の実態に即し、すぐ
に各学校で活用できる内容であったことから、管理職からも高
い評価が得られた。

今後も現場の実態に即した人権に関する諸課題を扱うこと
で、現場の支援になるような研修を実施する。

183 男女平等教育研
修の充実

男女平等教育について教職員の意識の啓発、学校における男女平等教
育の推進を図る。

・「初任者研修」 講義「人権教育」をオンライン（オンデマンド型）に
て実施　（受講対象者　幼・小・中・高・中等教育・特別支援学校の
教諭、養護教諭、栄養教諭）981名受講
・「中堅教諭等資質向上研修」講義「人権教育」をオンライン（オン
デマンド型）にて実施（受講対象者　小・中・高・中等教育・特別支
援学校の教諭、養護教諭、自立活動教諭、栄養教諭）863名受講
・「新任教頭研修講座（県立学校）」講義「人権教育の推進」（全１回
30分程度）の実施　57名受講
・「新任指導主事研修講座」講義・演習「人権教育の推進」（全１回１
時間20分程度）の実施　94名受講

受講者のニーズを踏まえ、学校における男女平等教育の推進に
有益な内容を扱うことができた。

今後も継続して行う。

教育相談の実施

①引き続き各取組を実施していくとともに、調査結果を踏まえ
た意識啓発等を進めていく。
②引き続き、相談の内容を分析し、予防や再発防止につなげ
られる手立てを模索していく。

県立学校におけるセクシュアル・ハラスメントの防止に取り組む。県立学校におけ
るセクシュアル・
ハラスメント防止
対策

177 ①
・教職員向け啓発資料を全県立学校へ配付
・教育実習生向け啓発用チラシを全県立学校へ配付
・県立高等学校（全日制・定時制・通信制）、県立中等教育学校
（後期課程）、県立特別支援学校（高等部）のすべての生徒（約11
５,０００人）を対象に、調査を実施。
・県立学校人権教育校内研修会に対する支援（外部講師への報
償費の負担、講師の派遣）
②
・県立学校におけるセクシュアル・ハラスメントに関する相談窓口
による相談を実施。Ｅメール相談は4７件、電話相談は19件、合計
6６件に対応。
・児童・生徒向け啓発資料の配付

①教職員による不用意な言葉がけなどが見られるため、教職員
への注意喚起や意識啓発が必要である。
②被害者の救済を最優先に考え、被害者を含む当事者にとっ
て、適切かつ効果的な対応は何かという視点を常に持ち相談に
応じた。被害を深刻化させたり拡大させたりしないように、正確
な情報収集と迅速かつ適切な対応を心掛けた。相談内容をまと
め、関係課と情報共有することで、再発防止につなげた。

178

・「キャリア教育研修講座」
キャリア教育の取組について教職員の理解を深めるとともに、教職員が推
進、改善に向けた視点を得て自校の実践にいかすことを目指す。
・「シチズンシップ教育研修講座」
シチズンシップ教育について教職員の理解を深めるとともに、教職員が推
進、改善に向けた視点を得て自校の実践にいかすことを目指す。
※高・中等は上記２講座を隔年で受講

・「キャリア教育研修講座」（全１回、半日日程）の実施（受講対象者
幼・小・中・高・中等・特支の総括教諭または教諭、各課程１人）　1
６７名受講
・「シチズンシップ教育研修講座」オンライン（オンデマンド型）の実
施（高・中等の総括教諭または教諭）　７９名受講

・令和６年度より、キャリア教育の充実を図るために全校種を交
えた研修として実施した。協議では他校種の情報を収集したり、
取組を共有したりすることができた。
・令和６年度よりキャリア教育から切り離し、シチズンシップ教育
単独で講座の設定をしている。テーマが絞れたことでねらいを
明確にすることができた。

・他校種の実態について理解浸透を図りつつ、協議内容を工
夫し、受講者の課題解決につながるような内容を引き続き検
討していく。
・シチズンシップ教育については、取組の全体像を理解すると
ともに個別の実践事例に触れるという今の形態を継続してい
く。

キャリア教育の推
進
[教員向け]

184

学校・家庭・地域における、いじめや不登校、子育てに伴う保護者の悩み
や教育上の課題について、助言や情報の提供、カウンセリング、コンサル
テーション、医療相談等を通して、教育的・心理的な支援を実施
「24時間子どもＳＯＳダイヤル」の実施
「中高生ＳＮＳ相談＠かながわ」の実施
「体罰に関する相談窓口」及び「県立学校におけるセクシュアル・ハラスメ
ントに関する相談窓口」の設置

・学校・家庭・発達等に関する教育相談を電話、来所、Ｅメール、Ｓ
ＮＳ、学校訪問等で受け、計1６,８２１件に対応。
・コンサルテーションとして、学校訪問を３４校で実施。
・教職員等が精神科医に相談する医療相談を３９件実施。

相談者のニーズに応え、様々な方法で、安心・安全を第一に教
育相談を実施した。学校や家庭における子どもの様々な悩みや
困りごとへ丁寧に対応した。また、学校訪問相談等を通して、子
どもを支える学校や教職員の相談に対応した。

引き続き、相談者のニーズに応えられるように相談を実施す
る。

②学校現場における基盤整備
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自己評価(効果・課題) 今後の取組の方向性
事業の内容番号 再掲 事業の名称 2025(R7)年度事業実績 一次評価 補助資料２－4

185 講座・フォーラム
等における託児
室の設置促進

子育て期の親が、育児を心配することなく講座・フォーラム等に参加できる
よう、託児の設置を促進するため、「県が実施する事業における託児に関
する方針」の周知を行うとともに、実施状況等について把握・周知する。

・「県が実施する事業（講座、フォーラム等）における託児に関する
方針」の周知を行った。
・事業を行う際、託児室設置の案内を行った。
・託児室は22イベントで設置され、80人の児童が利用した。

託児室の設置数、託児児童数ともに減少しているため、託児室
の周知していく必要がある。

引き続き、託児室設置の案内を行う。

187 保育所等の整備
促進

待機児童を解消するとともに、多様な保育ニーズに対応するため、保育所
の整備等を進める市町村の取組を支援する。

待機児童の削減のため、引き続き保育環境の整備を推進していく
市町村を支援

待機児童対策を行う市町村に対して支援することで、保育所
ニーズの受け皿確保を図った。

待機児童の削減のため、引き続き保育環境の整備を推進して
いく市町村を支援する。

188 多様なニーズに
対応した保育
サービスの充実

保育ニーズの多様化に対応するため、保育所が行う延長保育、病児保育
などの保育サービスの拡充を図る。

保護者等の就労の有無にかかわらず、すべての子育て家庭や子
どもに対する子育て支援を充実するため、地域子ども・子育て支
援事業を実施する市町村が地域のニーズに合った事業を円滑に
行うことができるよう、市町村に対して支援を行った。

病児保育事業を行うために必要な施設の運営費等を支援する
市町村に対して補助することで、病児、病後児の受け皿確保を
図った。

今後も需要の増加が見込まれるため、引き続き事業を継続す
る。

190 私立幼稚園等の
預かり保育の促
進

保護者の保育ニーズに応えるため、預かり保育を実施する私立幼稚園等
に対し補助することにより、保護者及び私立幼稚園等の経費負担の軽減
を図る。

預かり保育を実施する私立幼稚園等に対して補助した。 多様な保育ニーズに対応することで子育て支援の向上が図られ
た。

引き続き、預かり保育を実施する私立幼稚園等に対して補助
を行う。

191 私立幼稚園等の
地域開放事業の
促進

地域との連携を深めるため、保護者に対する教育相談事業や地域とのふ
れあい交流事業などを行う私立幼稚園等に対し補助する。

地域開放を実施する私立幼稚園等に対して補助した。 地域の方々に対する子育て支援の一層の充実が図られた。 引き続き、地域開放を実施する私立幼稚園等に対して補助を
行う。

192 院内保育の推進 看護職員等の子育てを支援することにより、看護職員等の就業の継続や
再就職の促進を図るため、院内保育事業運営費のうち、保育士等の給与
費の一部を補助する。

・補助対象：日赤、厚生連、共済組合、学校法人、医療法人等
・補助件数：10２施設

早朝・夜間の勤務が生じる医療従事者が、子育てをしながら働
き続けられる職場環境の整備を支援することができた。

早朝・夜間の勤務が生じる医療従事者が、子育てをしながら
働き続けられる職場環境の整備を支援するため、引き続き、本
事業を継続していく必要がある。

193 放課後児童対策
の充実

保護者が昼間家庭にいない小学校就学児童等に放課後の居場所を提供
する放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）を実施推進する経費
を市町村に対して助成する。

放課後児童クラブを設置・運営している市町村に対し、放課後児
童クラブの運営費助成を行った。

すべての市町村に対して助成を行うことで、放課後児童クラブ
の実施を推進できた。

放課後児童クラブの登録児童数は年々増加しており、今後も
需要の増加が見込まれることから、引き続き事業を継続する。

地域限定保育士試験や子育て支援員研修等の実施により人
材確保に努めているが、今後もニーズの増加が見込まれるた
め、引き続き保育士等の子育て支援人材の確保が必要であ
り、併せて保育の質の向上を図るため、事業を継続する。

・全国共通の試験（年２回）とは別に、年３回目となる県独自の地
域限定保育士試験を実施し、1,860人の受験者、２６２人の最終
合格者があった。
・保育エキスパート等研修を、8分野計72講座、定員6000人規
模で実施した。
・保育エキスパート等研修を実施するにあたっての、保育士が研
修に出席する際の代替保育士の雇用経費を補助した。
・保育士・保育所支援センターにより、計６回の就職相談会や就職
支援セミナーを開催し、無料職業紹介事業も含めた採用実績は、
計36名であった。
・子育て支援員研修を、４期、計28コース研修を開催、1,568人
が受講した。
・放課後児童支援員認定資格研修を２地域及びＺＯＯＭにおいて
年14回開催し、1,552人の修了認定を行った。

・市町村が実施する保育所・幼稚園・認定こども園への給付費の一部を負
担する。
・病気や病後の児童を保護者が家庭で保育できない場合に病院・保育所
等の付設スペースで預かるための施設整備や事業に取り組む市町村に
対して補助する。
・保護者が仕事などにより昼間家庭にいない小学校就学児童に放課後の
居場所を提供するため、放課後児童クラブの施設整備や運営に取り組む
市町村に対して補助する。

・子ども子育て支援法に基づき、市町村が支弁する施設型給付費
等の支給に要する費用の一部を負担することにより、子どもが健
やかに成長するよう支援した。
・病児保育事業を行うために必要な施設整備等を支援する市町
村に対して補助することで、病児、病後児の受け皿確保を図った。
・放課後児童クラブの施設整備や運営に取り組む市町村に対して
補助を行った。

・市町村からの申請に対して、適正に給付した。
・病児保育事業を行うために必要な施設整備等を支援する市町
村に対して補助することで、病児、病後児の受け皿確保を図っ
た。
・すべての市町村に対して助成を行うことで、放課後児童クラブ
の実施を推進できた。

・今後も幼児期の教育・保育の提供体制の確保・充実等が図
られるよう、適正な給付に努める。
・病児保育については、今後も需要の増加が見込まれるため、
引き続き事業を継続する。
・放課後児童クラブの登録児童数は年々増加しており、今後も
需要の増加が見込まれることから、引き続き事業を継続する。

待機児童対策を行う市町村に対し補助することで、待機児童解
消を図った。

待機児童は未だ一定数いるため、引き続き市町村と連携し
て、待機児童のうち高い割合を占めている低年齢児受入支援
や保育所等の整備等を進め、保育ニーズの受け皿の確保に努
める。

待機児童対策の
推進

幼児期の教育・保
育の提供体制の
確保・充実等

189 ・年度途中に増加する低年齢児の入所希望に対応するため、０歳児を年
度途中に定員超過して受け入れるための保育士を年度当初から雇用する
保育所等に対し、保育士の雇用経費を補助する。
・認可外保育施設に対して、重大事故の防止を目的とした研修の実施や、
睡眠中、食事等の重大事故が発生しやすい場所での巡回指導を行う。

・低年齢児受入対策緊急支援事業費補助の実施により、待機児
童の多くを占める０歳児の待機児童解消を図った。
・賃貸物件において保育所等の運営を行う場合、都市部など局地
的に賃借料の実勢価格と公定価格の額が乖離している地域につ
いて、その乖離分を補助し、安定的な運営に資した。
・死亡事故等の重大事故の防止を内容とした研修の実施や睡眠
中、食事中、水遊び中等の重大事故が発生しやすい場面での巡
回支援を行った。
研修参加人数４２名。
巡回実施施設数2５５施設（目標達成率100％）

194 保育士をはじめと
した子育て支援
人材の確保育成

・全国共通の保育士試験とは別に、県独自の地域限定保育士試験を実施
し、県内の保育士確保を図る。
・一定の経験を積んだ保育士等を対象に、アレルギー、虐待、乳児保育な
ど各分野のスペシャリスト（保育エキスパート）等を養成し、保育の質の向
上と就業継続の支援を図る。
・子育て支援分野の各事業に従事する子育て支援員や放課後児童クラブ
に配置が必要な放課後児童支援員等の資格を付与する研修を実施する。

地域限定保育士試験や子育て支援員研修等の実施により県内
の子育て支援人材を確保することができた。

186

施策の基本方向３　育児・介護等の基盤整備
①育児等の基盤整備
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自己評価(効果・課題) 今後の取組の方向性
事業の内容番号 再掲 事業の名称 2025(R7)年度事業実績 一次評価 補助資料２－4

195 家事支援外国人
受入事業

女性の活躍促進や家事支援ニーズへの対応 等の観点から、 国家戦略特
別区域制度を活用して、外国人家事支援人材の試行的受入れを行う。

「第三者管理協議会」において、事業が適正に行われるよう事業
実施の確認、監督等を行った。

特定機関における外国人家事支援人材の受入人数の増加や家
事支援サービスの利用回数の増加等の事業実績を上げてきた
中で、「第三者管理協議会」は監査等によって、事業の適正かつ
確実な実施体制を確保してきた。

今後も継続して、「第三者管理協議会」において、事業が適正
に行われるよう事業実施の確認、監督等を行っていく。

196 再掲 ケアラー支援事業

197 老人福祉施設等
の整備

人口の高齢化が急速に進行し、在宅での介護が困難な高齢者の増加が
見込まれる中、老人福祉施設等を着実に整備するため、特別養護老人
ホーム、介護老人保健施設等の民間老人福祉施設等の整備に対し助成
する。

特別養護老人ホームの整備 施設建設予定地の市町村が当該市町村介護保険事業計画に
位置付けるものに対して補助を行っており、令和７年度は、特別
養護老人ホーム（県域・広域型）については、補助対象事業者の
事業延期等により補助を実施しなかった。（介護老人保健施設
等については整備予定なし。）

今後も地域の実情を踏まえつつ、施設整備を促進していく。

198 地域包括支援セ
ンター職員に対す
る研修

地域包括支援センターに配置される職員を対象に、事業実施に必要な知
識・技術を修得するための研修を実施する。

地域包括支援センター（初任者・現任者・管理者）研修の実施 地域包括支援センター職員に対し、初任者　9４名、現任者1２１
名、管理者５４名（いずれも修了者数実績）に対して事業実施に
必要な知識・技術を習得するための研修を実施することができ
た。

引き続き地域包括支援センター職員をサポートするために、知
識や技術を習得するための研修を実施する。

199 介護支援専門員
の業務の支援

介護保険制度運営の要である現任の介護支援専門員に対して継続的に
研修を実施することにより、その資質の向上を図る。また、地域包括ケアシ
ステムの構築に向けた地域づくりを実践することのできる主任介護支援
専門員を養成する。

・専門研修の実施　専門研修課程Ⅰ　５回／専門研修課程Ⅱ 1３
回
・再研修の実施　５回
・主任介護支援専門員研修の実施　１回
・主任介護支援専門員更新研修の実施　２回

再研修の実施により、介護支援専門員として実務についていな
い者又は実務から離れている者に対し、介護支援専門員として
必要な知識、技術の再修得を図った。
地域包括ケアシステムの要としての役割を担う主任介護支援専
門員としての高度な連絡調整力、助言及び指導力の修得に資す
ることが出来た。

引き続き、各研修を毎年度実施し、受講希望者の受講機会を
確保することで、介護支援専門員の資質の向上及び主任介護
支援専門員の養成を図る。

200 訪問介護員の養
成

介護員養成研修を行う民間事業者等の指定を行い、研修の受講機会を
確保することにより、養成に努める。また、研修の指定にあたっては、一定
の基準に基づく研修事業者の指定や指定事業者の指導を通じて、質の高
い人材の養成を目指す。

・初任者研修事業者及び研修の指定
・初任者研修の実施　　487回
・初任者研修修了者数　4,266名
・生活援助従事者研修事業者及び研修の指定
・生活援助従事者研修の実施　　２回
・生活援助従事者研修修了者数　２１名

適宜、指定事業者への指導・調整を行い、適切な研修の実施と
養成数の確保を図った。

引き続き、一定の基準に基づく研修事業者の指定を行い、研
修の受講機会を確保していくとともに、指定事業者の指導を
通じ質の高い人材の養成に努める。

201 高齢者虐待防止
の取組の推進

高齢者虐待の相談や事実確認、養護者の支援等の対応に関わる市町村、
地域包括支援センター、保健福祉事務所の職員を対象に、より専門的か
つ実践的な知識・技術の習得を目的とした研修を実施する。

虐待防止関係職員研修の実施（年３回計１８９名参加）
※集合研修

初任者向け研修、実務者向け研修の二通りを実施したことに加
え、研修にグループワークによる意見交換の時間を取り入れた
り、研修後の質問に対して研修講師と調整の上回答したことで
具体的な疑問や課題の解決につなげることができた。

引き続き、初任者向け研修、実務者向け研修（養護者）、実務
者向け研修（養介護施設従事者）の三通りの研修を実施予
定。

202 認知症施策の推
進

認知症介護の経験者等が、認知症の人や家族等からの介護の悩みなど
認知症全般に関する相談を電話で行い、認知症医療、介護の適切な関係
機関へつなぐ「かながわ認知症コールセンター」を設置し、精神面も含め
た様々な支援ができるよう、相談体制を充実する。

「かながわ認知症コールセンター」による電話相談の実施
（相談件数1,340件、開設日数15３日）

相談件数は増加傾向にあり、相談回数が2回目以上の相談者も
多いことから、周知が進んでいるとともに、必要とする人が利用
できていると考えられる。
家族懇談会や地域のつどいは定期的に開催することができてお
り、認知症に関する悩みをもつ方々同士の交流ができている。

今後も、積極的に県のたよりやInstagram等での広報および
認知症リーフレットの刷新を行い、より多くの必要とする人に
サービスを利用できるよう周知する。週３回開設するなかで、
認知症の人やその家族等に対する電話相談を着実に実施す
る。

203 認知症高齢者地
域対策事業

家庭における介護負担を軽減するため保健福祉事務所では、認知症高齢
者やその家族に対して、医師や保健師が専門性を活用した相談や訪問指
導を行う。

・認知症疾患相談・訪問・支援事業の実施
専門医師等による定例相談回数7６回　８９名
電話・面接等の随時相談件数８１５件
訪問件数延４６件
・認知症初期集中チーム員会議等の専門職派遣事業の実施4７回

認知症疾患に関する相談は主に市町村等で対応しているが、保
健福祉事務所においては精神疾患など複合的な問題を抱える
方の相談を多職種で対応するなど、市町村等と連携した相談支
援体制の構築が図れている。

引き続き、保健福祉事務所の専門性を活かした相談支援を
行っていく。

204 地域支援事業交
付金の交付

高齢社会の進展に対応して、要支援・要介護状態になることを予防・軽減
等するため、地域支援事業として介護予防事業や家族介護支援、日常生
活支援のための事業を推進するとともに地域における包括的・継続的マ
ネジメント機能を強化していく。

　市町村が地域支援事業（介護予防・日常生活支援総合事業）と
して実施する下記事業に対し、交付金を交付。
・訪問型サービス
・通所型サービス
・その他生活支援サービス
・一般介護予防事業　等
（全33市町村実施）

各市町村が、地域の実情とニーズに対応した左記介護予防事
業に取り組むことができた。

引き続き交付金による支援に努める。

（再掲　№205）

②介護の基盤整備
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自己評価(効果・課題) 今後の取組の方向性
事業の内容番号 再掲 事業の名称 2025(R7)年度事業実績 一次評価 補助資料２－4

206 167 地域における啓
発活動の促進

地域における男女共同参画社会の実現に向けて市町村やＮＰＯ等と連携
して、地域の実情に応じた講座を開催する。

男女共同参画推進市町村連携事業の実施（１８回/６５９名/オンラ
イン動画視聴回数474回）

市町村やＮＰＯと連携することにより、地域の実情に応じた男女
共同参画推進の啓発事業を実施することができた。

引き続き今日的課題解決の手がかりとなる視点も含め、地域
の実情に応じた講座等の啓発事業を実施する。

207 16 NPO活動への支
援や情報提供

ＮＰＯ活動を支援するために、相談や情報提供、説明会等を実施する。 ＮＰＯ法人の設立・運営等に関する相談、情報提供、説明会等の
開催（法人設立事務説明会５回開催・３７名出席、県指定・認定
NPO法人制度説明会５回開催・６６名出席）

男女共同参画を含む、あらゆる分野のNPO法人の設立等を支
援しているため、この取組の実績値のみで効果や課題を記載す
ることが難しい。

引き続き、NPO活動を支援するために、相談や情報提供、説
明会等を実施する。

208 再掲 男女共同参画施策
推進者研修・情報
交換会

209 再掲 コミュニティ・カレッ
ジ事業

210 再掲 NPO法人との協
働事業の推進

211 再掲 男女共同参画実践
事業

212 再掲 家庭教育協力事業
者連携事業

213 ジェンダー主流化
の推進

ジェンダーの視点を持って、すべての政策、施策及び事業を立案・企画す
るジェンダー主流化を庁内及び市町村に普及する。

・男女共同参画推進条例を改訂し、「ジェンダー平等」の定義規定
を新設するとともに、条例の主語を「男女」から「全ての人」へ変更
した。
・ジェンダーの視点を持って、すべての政策、施策及び事業を立
案・企画するジェンダー主流化を庁内に普及するため、全職員に
向けて、「ジェンダー平等って何だろう？」「アンコンシャスバイアス
（無意識の偏見）」をテーマとする研修を実施した。

新採用研修や3つの主流化研修において、全職員に向けた研修
を実施し、ジェンダー平等について職員ひとり一人が自分事とし
て考えるきっかけとなった。
一方で、受講者アンケートにおいて、ジェンダー平等の認知度が
93.4％だったことに対し、ジェンダー主流化の認知度は51.8％
だったことから、さらなる周知が必要である。

ジェンダー平等と比べジェンダー主流化については、半数程度
の認知度であったことから、さらなる推進が必要である。今後
は、対面研修も取り入れながら、「３つの主流化」推進を目的と
した研修を引き続き行う。

214 ジェンダー統計の
推進

男女の置かれている状況を客観的に把握するため、各種調査の実施にあ
たっては可能な限り男女別データ把握できるよう努めるジェンダー統計に
ついて、庁内及び市町村に普及する。

ジェンダー統計の推進のため、引き続き国へ、性別情報の取扱い
に関するガイドラインを策定し、全国調査を行う際はこれに基づき
実施することを要望した。

３つの主流化研修において、性別情報の取り扱いについて周知
を行った。今後も取組が進むよう周知・啓発を行う必要がある。

引き続き、職員全体に向けた周知・啓発を行う。

215 男女共同参画に
配慮した行政刊
行物の作成

行政自らが行う広報や県民に提供する刊行物等について、人権や男女共
同参画の観点から適切な表現をするように配慮する。

男女共同参画の視点から適切な表現がされるよう、ガイドラインを
示した。

LGBTQへの理解の広がりをはじめ社会の多様化が進んでい
る一方、男女の固定的な性別役割分担意識の考え方はまだ根
強いため、新採用研修や3つの主流化研修において、刊行物等
の適切な表現について周知を行った。

引き続き、男女共同参画の視点から適切な表現がされるよう、
行政刊行物を作成する際の相談を実施するとともに、多様化
に合わせた表現等にも配慮する必要がある。

216 再掲 審議会等委員への
女性の参画推進

217 かながわ男女共同
参画推進プランの
進行管理

年次報告書等によるプラン進捗状況を公表する。 男女共同参画の県の取組や進捗状況を取りまとめた年次報告書の作
成、神奈川県男女共同参画審議会への報告及び県民への公表を行っ
た。

令和７年版では男女共同参画推進プラン(第５次)の県の一次評価
を行うこととした。

引き続き、県の一次評価を行っていく。

218 市町村の男女共同
参画施策「見える
化」

市町村の男女共同参画計画策定状況等について、「見える化」により取組を促
進する。

県・市町村男女共同参画行政連絡会等において、かながわ男女共同
参画推進プラン（第５次）及び市町村男女共同参画施策状況調査の結
果に基づき、取組促進を働きかけた。

女性活躍推進法に基づく推進計画の策定状況は、市町村100％と
なった。

全市町村において、策定されたため、引き続き市町村の施策の充
実に向けて支援を行う。

219 再掲 企業の男女共同参
画の取組の促進
（条例届出）

＜相談窓口＞
相談件数　ＬＩＮＥ：667件　電話：81件
＜ケアラー支援専門員＞
ケアラー支援専門員が講師として登壇した研修会　19回
支援制度や福祉サービス等に関する情報提供　13件
ヤングケアラー等の支援に係るコーディネート　11件
＜居場所づくり＞
ケアラーズカフェの新たな設置等に係る経費補助　3か所
＜広報＞
神奈川労働局所管の企業向け情報発信チャンネル「神奈川労働
局メールマガジン」に相談窓口のコラム掲載　２回（８月・９月発行
分）
雇用労政課所管のメールマガジン「企業内福祉通信」に相談窓口
のコラム掲載　２回（７月・９月発行分）
県西部郵便局に広報用チラシの配架　103局、2,060部

相談窓口では、昨年度に比べ相談受付数及び解決数が大きく
増加し、思いを傾聴するほか、必要に応じて具体的な支援窓口
を紹介するなど、ケアラー専門の相談窓口として役割を果たすこ
とができた。
ケアラー支援専門員は、ケアラーに関する研修会への講師登壇
等を通じて支援機関とのネットワーク構築を進め、県内における
ケアラー支援の周知・理解促進に貢献した。
広報では、相談件数やLINEの友だち登録者数の増加につなが
り、当該事業の認知度向上に貢献した。

相談窓口では、引き続き相談窓口の認知度向上に取り組む。
また、今後はより一層１つ１つの相談に対して丁寧に向き合い、
相談者が抱える悩みや不安が少しでも和らぐようサポートして
いく。
ケアラーズカフェについては、引き続き新規立ち上げを支援す
るとともに、ケアラーに情報提供していく。

既存の各種支援制度のはざまに陥りがちなケアラー（家族などを無償で介
護する人）を支援するため、相談窓口やケアラー支援専門員の設置等を
行う。

ケアラー支援事
業
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施策の基本方向１　多様な主体との協働
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施策の基本方向２　ジェンダー主流化とジェンダー統計の促進

施策の基本方向３　進行管理

重点目標５　推進体制の整備・強化
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